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第2章 多様化の進む通信サービス

今 日,社 会経済の発展に伴い,情 報通信に対する国民の ニ ー ズ は,高 度

化 ・多様化 してきている。このような動向は,近 年,急 速に進展するエレク

トロニクス技術,通 信関連技術ともあいまって,多 種多様な新しい通信サー

ビスの出現 ・発展を促している。

本章では,国 民の通信 ニーズの高度化 ・多様化 と技術の進展に伴 う通信サ

ービスの変化について概述 し,次 に宇宙通信,放 送,デ ータ通信,画 像通

信,移 動通信及び郵便について各分野別の展開状況を取 り上げる。

第1節 通信環境の変化

1基 幹通信サ ー ビスの普及

郵便,電 話,ラ ジオ放送,テ レビジ ョン放送等のいわゆる基幹通信サービ

スは,広 く国民生活に普及 し,今 や社会経済活動の基盤として,重 要な役割

を果た している。

郵便は,古 くか ら国民の身近な基本的通信手段として,社 会経済活動に不

可欠かつ重要な役割を果た してお り,通 信手段の多様化する中にあっても普

遍性の高いものとなっている。

電話は,52年 度末には,「積滞解消」を,53年 度末には,「全国自動化」を

達成 し,広 く全国の家庭 ・事業所等に普及した。

また・通話品質,信 頼性等,質 の面でも高い水準が維持されている。この

結果・電話はダイヤルひとつで全国どこへでもす ぐ接続でき,社 会経済活動

の効率化に大 きく貢献 しているだけでな く,国 民生活に浸透 し・まさに生活

必需品となっている。
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ラジオ放送,テ レビジ ョン放送 は,今 日,新 聞,出 版等 と並んで基本的な

情報提供手段 として,国 民生活 に広 く行 き渡 り,日 常生活に不可欠 なもの と

なっている。

これ ら基幹通信サ ービスは,社 会経済活動の発展及び国民生活 の向上 とと

もに広 く普及発展 して きた。 しか し,近 年 におけ る技術開発の急 速 な 進 展

は,多 様化す る利用者 ニーズとあい まって,新 しい通信サ ービスの創出 と発

展を もた ら しつつあ る。

2社 会経済環箋の変化 と利用者 ニーズの高度化 ・多様化

(1)価 値観 ・欲求の多様化

生活水準の向上,余 暇の増大等社会経済環境の変化により,国 民の価値観

や欲求が多様化 している。通信の分野においても,利 用者のニーズは,画 一

的な情報からより個別かつ詳細な情報を求める傾向が見られる。

放送においては,テ レビジョソ多重放送として,音 声 多 重 放 送,文 字放

送,静 止画放送等放送形態の多様化に向けて技術開発が進み,ま た,質 の面

でも高精細度テレビジョソ放送,雑 音やひずみが少なく高品質の音楽が聴取

できるPCM音 声放送等の開発が行われている。さらに,利 用者が必要な時

に必要な情報を利用したいという欲求にこたえるものとして,リ クエス ト型

の通信メディア,例 えば,ビ デオテックス(キ ャプテンシステム)や 双方向

CATVが 実用化に向けて研究開発されている。

(2)合 理化 ・効率化の要請

我が国においては,す でに生産ラインの合理化,優 れた品質管理体制の構

築,省 資源 ・省エネルギー技術を確立す るなどして,大 幅な生産性の向上を

実現してきた。さらに,今 後の厳しい社会経済環境に対応するため,企 業に

おいては,デ ータ通信の高度利用やファクシミリ,ワ ードプロセッサ,コ ン

ピュータ等の導入によるオフィスオー トメーション(OA)化,さ らに,こ

れらの各種OA機 器間を有機的に結合 したOAネ ットワークにより,事 務部

門の合理化 ・効率化が進められている。
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これに伴い,デ ータ通信やファクシ ミリ通信等に対するニーズが著 しく増

加している。

(3)生 活空間の拡大

余暇時間の増大 ・週休2日 制の浸透並びに乗用車の目覚ましい普及等交通

機関の発達は,生 活空間の大幅な拡大をもたらし,こ れに伴い移動通信に対

する関心が高まりつつある。

移動通信 としては,従 来,警 察 ・報道 ・タクシー無線等業務用通信が主体

であったが,近 年,ポ ケットベルや列車公衆電話の拡大,普 及,さ らセこ54年

に自動車電話サービスが開始されるなど国民のニーズにこたえたサービスが

提供されている。

(4)セ キュリティ ・ニーズの高まり

近年,健 康や防犯 ・防災といった安全に対する関心が高まってきている。

これを通信の面でみれば,医 療の分野においては,交 通事故や急病の発生に

対する救急医療情報システムが全国的に普及 してきてお り,今 後はさらに,

医療機関の乏しい地区において必要な医療を確保するため新しいシステムの

形成が望まれている。

防犯 ・防災 といった安全の確保のため,産 業用 としてテレコン トロールや

テ レチェッキングを行 うシステムは,す でに一般的なものになっている。さ

らに,一 般家庭においても,家 庭と警備会社 ・消防署等とを有機的に結合 し

たセキュリティ情報システムの普及が進みつつある。

(5)国 際化の進展

近年における国際間の政治 ・経済 ・文化の交流の進展,企 業活動の国際化

等により,海 外 との情報連絡あるいは各種情報を入手分析し,迅 速な対応を

講 じる必要性が一層増加 している。

このような国際化の進展に伴い,国 際通信の需要の伸びは著 しいものがあ

る。また,従 来,企 業における国際通信の利用は,電 話 ・電報 ●テレックス

が中心であったが,近 年においては,フ ァクシミリやデータ伝送のため,電

話網の利用,さ らに専用回線を利用 した企業独自のネットワークが構築され
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るなど多様化が進んでいる。

3通 信関連技術の進歩

近年,通 信関連技術の進歩には著 しいものがあるが,そ の通信関連技術の

基盤をなしているのは,LSIに 代表される素子技術,光 ファイバ通信技術

及び衛星通信技術である。

通信用素子技術は,真 空管からス タ ー トし,ト ランジスタ,ICさ らに

LSIと 高密度化 ・高信頼化 ・高速化の道を進み,通 信技術の発展に大きく

寄与 してきた。また,LSI技 術は,超LSIと して数 ミリ角の素子中に数

十万個以上の トランジスタ回路が集積されるような高密度,高 性能のものが

生まれようとしている。さらに,新 しい素材として,ガ リウムひ素半導体,

ジ ョセブソン素子等の研究も進み,超 高速化 ・超小型化に向っている。

伝送媒体としての光ファイバは,低 損失,広 帯域,軽 量細径等の特徴をも

つ ことから,光 ファイバ通信は,経 済性,伝 送品質等で優れた通信方式であ

る。光ファイバ通信は,既 に一部で実用化段階になっているが,さ らに高性

能化に向けて,光 ファイバの伝送低損失化,レ ー ザ ー等の光素子の機能向

上,長 寿命化,ケ ーブル化技術等について研究開発が進められている。

一方,衛 星通信技術も,1965年 国際通信の分野において最初の商業衛星通

信(ア ーリ・バード)の 運用が開始されて以来,急 速に進歩 し,イ ンテルサ

ット1号 系衛星では電話240回 線又はテレビジョン1回 線にすぎなかったも

のが,近 年のインテルサ ットV号 系衛星では電話1万2千 回線及びテレビジ

ョン2回 線とい う大容量を有するまでになった。また,通 信回線の大容量化

は,回 線 ・年当た り投資額の低下をもたらし,経 済化が顕著になっている。

衛星通信は,国 内衛星通信,海 事衛星通信等用途も多様化 し,今 後ますます

利用の増加が見込まれることから,回 線容量の増大,信 頼性の向上,衛 星の

長寿命化等の研究開発が進められている。

このようなLSI技 術,光 ファイバ通信技術及び衛星通信技術等通信関連

技術の研究開発は,近 年におけるディジタル技術の開発とあいまって通信シ
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ステムの デ ィジタル化を もた らし,端 末や ネ ッ トワークの 経 済化 と機能向

上,さ らには,新 しい通信サ ービスの発展 に大 きな役割を果たす ものと考 え

られ る。

4新 しい通信サ ー ビスの展 開

(1)通 信メディアの高度化 ・多様化

基幹通信サービスの普及,通 信関連技術等の進展,社 会経済環境の変化に

伴 う利用者ニーズの高度化 ・多様化等を背景に,通 信分野に大 きな変革が生

じつつある。

その主な特徴 としては,第 一に,既 存通信メディア間の融合により電子郵

便,ビ デオテックス(キ ャプテンシステム)等 の新 しい 通 信 メディアの出

現,発 展が図られていることが挙げられる。第二に,通 信技術 と情報処理技

術 とが融合することにより,情 報の送受信と計算,検 索等の処理を一体的に

行 うデータ通信が出現,発 展したこと,更 に蓄積機能,同 報機能等を生かし

た高度かつ多様なサービスを提供する新 しい通信 メデ ィアが出現 しつつある

ことが挙げられる。

ア.通 信メデ ィア間の融合

これまで情報通信 メデ ィアは,新 聞,出 版,放 送といった送 り手が一方的

に情報を伝えるマスコミ系メディアと,郵 便,電 信,電 話 といったパーソナ

ル系 メディアに分類され,そ れぞれ独自の組織 ・制度 ・技術上の基盤をもっ

て運営されてきた。

しか し,近 年におけるエ レク トロニクスを中心とする技術の発達による通

信メデ ィアの高度化 ・多様化により,通 信メディア間の境界領域が不分明と

な り,そ こに新 しい 通信メデ ィアが出現 しつつある(第1-2-1図 参照)。

その主な動向としては,

① 非電気通信系メデ ィアと電気通信系メデ ィアとの融合に伴い,郵 便と電

気通信 との融合による電子郵便,新 聞と電気通信との融合による電子新聞

等の新 しいメデ ィアが出現していること。
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第1-2-1図
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(注)斜 線 部 分 は新 しい メ デ ィアを 示 す。

② パーソナル系メデ ィアとマスコミ系メデ ィアとの融合に伴い.情 報の伝

送形態としては,マ スコミ系メデ ィアの単方向的な情報伝送形態に双方向

性が導入され,ビ デオテックス,双 方向CATV等 利用者ニーズに応じた

新 しいメディアが出現していること。

などが挙げ られる。

イ.通 信機能の高度化 ・多様化

既存の通信メディアには,放 送のように送 り手が一方的に情報を伝える形

式と,電 信 ・電話のように利用者が双方向に情報交換する形式があるが,い

ずれも送 り手が送 った情報をそのまま受信者に伝える もの で あった。次い

で,通 信技術とコソピ凸一タ技術との融合に伴い,情 報の伝送過 程 に お い

て,情 報を定められた手順に従って加工 して伝達するデータ通信 が 出現 し

た。さらに,情 報を一時蓄積 して必要なときに伝達した り,情 報を適時,必

要 とされる複数の相手方に同報的に伝達した り,ま た異種メデ ィア間で情報

を伝達することが可能な新 しいタイプの通信が出現 しつつある。

これらの新 しいタイプの通信は,従 来からの情報を伝送するという通信機

能に蓄積 ・交換 ・変換等の新 しい機能を加えたものであ り,そ の 形 態 も電

信 ・電話をより高度化 したものから放送類似のものまであ り,極 めて高度か



表{-2-2図 我 が国の通信サービスの発展動向

既 存 サ ー ビ ス

圃
電信

コ

デ

電 話(ラ ジオ)テ レビ

郵 便

データ通信

ファクシミリ

新聞・書籍

レコード・テープ

19401

纂

鐘

祷
衛
星
通
信技

術

伝
送技

術

そ
の
他

衰
術
の
融
合

筆

新 し い サ ー ビ ス

ンビュータネ・アトワーク

一タベースネットワーク

ディジタルテ

1

ビデオテックス ・

}

「}

国内衛星通信

国内直接衛星放送

巳

文字放送
一タ通信 ファクシミリ放送

高精細度テレビ

PCM音 声放送

1

圃
1

コ

ペイテレピ

1

ビテオディスク

電子新聞

i3

テレテックス

静止画放送

双方向CATV

I
l

テレビ電話

0 1 1985 1990

真空管 トランジスタICLSIマ イクロ・ 超LSI
コンピュータ 人工衛星(ソ)衛 星通信(米)コンピュータ 光通信

ジョセブソン素子

第5世 代コンピュータ

通信メディア動向研究会資料による。

1

念

1

目



第2章 多様化の進む通信サービス ー45一

つ多様 な範 囲にわた るものであ る。

(2)新 しいサー ビスの展開動向

通信 メデ ィアの高度化 ・多様化 と,利 用者 ニーズの多様化 とあい まって第

1-2-2図 の ように新 しいサ ービスが開発,提 供 され るようになってきて

い る。

このよ うなサ ービスの実現は,利 用者 か らみれ ば,情 報 内容及び端末 にお

け る表現形式 の多様化 に伴 う情報の選択範囲 の拡大 といえ,大 量 ・画一的サ

ー ビスか ら価値観の多様 化 した現代社会にふ さわ しい,よ り個別的 ニーズへ

の対応を可能に してい くもの と期待 され てい る。

ア.情 報 内容 の選択範囲の拡大

第1-2-3図 は,情 報の受け取 り手か ら見た選択 の 自由度に関 し,新

旧の メデ ィアを比較 した ものである。 これに よれば,文 字放送,ビ デオテ

ックス,電 子新 聞等 の新 しい メデ ィアは,選 択 の自由度の高 い分野に出現

して きている。

例えば,テ レピジ 三ン放送が多数の利用者 に対 し画一的,一 般的情報を

提供 しているのに対 し,文 字放送が加わ ることに より,提 供情報が多様化

し利用者 の選択の 自由度が増大す るものともみ ることが できよ う。

また,検 索機能,双 方 向機能を有す るキ ャプテ ンシステムの特 質を生か

すために,56年8月 か らの第H期 実験サ ービスでは,① クローズ ド・ユー

ザ ・グループ ーサ ービス(会 員制 の 情報提供サ ービス),② オ ーダ ・エソ
　

トリ・サ ービス(会 話形式で利用者から商品の注文等が行えるサービス)

等を開始 し,一 層の個別的対応を可能 とするサービスへの試みを行ってい

る。このようなサービスの展開を通じ,多 様化した利用者 ニーズへの個別

的対応が一層促進 されていこう。

イ.端 末における表現形式の複合化

第1-2-4図 は,主 な通信メディアについて,情 報の表現形式 と流通

経路の物理的特性について図示 したものである。

端末における情報の表現形式において,音 声情報を伝える電話や映像情



一46一 第1部 総

第1-2-3図

論

情報の受け取 リ手から見た選択の自由度

既存メディァ

1

3-4

情10

報102

の
103

届

く104

範105

囲106

107

108

(人)

電 話

会 話

郵便物

匠

テレックス

ファクシミリ

観 劇 ・スポーツ

書 籍

劇場映圃
雑 誌

ダイレクトメール

広告印刷物
屋外広告物

有線放送

レコード

テ ー プ

新 聞 ラジオ放送

テレビ放送

高
情報の受け取 り手からみた選択の自由度

新 しい メデ ィア

低 ・

1

3-4

情10

報102

の

103

届

104く

範105

囲106

107

108

(人)

テレビ電話
國

ビデオテックス

双方向CATV

CATV

ビデオディスク
ペイテレビ

國
電子新聞 文 字 放 送

テレビ音声多重放送
ファクシミリ放送

高
情報の受け取 り手からみた選択の 自由度

通信メデ ィア動向研究会資料による。

低



第2章 多様化の進む通信サービス

第1-2-4図 新 しいメディア等の分類図
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報を主体 とするテレピジョソのように,従 来は記録系,聴 覚系,視 覚系の

いずれか一つ(あ るいは二つ)を 基本 とした形式であったが,こ れらを組

み合わせ,必 要に応じて選択ができる複合的形式への展開がみられる。例

えぽ,一 般情報をテレビジョン放送で得,補 足事項,個 別関心事項等を文

字放送,静 止画放送等の画像情報で楽しみ,必 要情報をファクシミリ放送

等で記録にとどめる等の多様な利用方法の実現が検討されている。

5新 しい事業機会の創出

通信技術の進歩 と社会経済の発展 とがあいまって利用者の通信ニーズは,

高度化 ・多様化,か つ増大してきてお り,従 来からの郵便,電 信 ・電話や ラ

ジオ ・テレビジ ョソ放送等のような画一的なサービスだけでは充足できなく

なってきている。

このような背景の下に,付 加価値通信,衛 星通信,CATV,多 重放送等の

分野に事業機会が新たに創出されつつある。

こうした通信分野における新たな事業機会の創出に対しては,① 通信分野

における技術革新の促進,資 源の効率的配分,② 高度化 ・多様化,か つ増大

する利用者ニーズへの対応,③ 通信分野の秩序ある発展の確保,な どの基本

的観点を踏まえ政策展開が図られつつある。

第2節 通信サ ービスの高度化 ・多様化

1宇 宙 通 信

(1)我 が国の動き

ア.宇 宙通信技術の開発

近年の著 しい宇宙開発の進展は,通 信 ・放送の分野における宇宙空間の実

利用,宇 宙通信の実用化を可能 とした。

宇宙通信システムは,人 工衛星を用い,広 い地域を電波によりカパーする
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新 しいメデ ィアの通信システムであ り,災 害に強く,地 形,建 物等による障

害を克服することができ,広 帯域,高 品質の長距離伝送路や広域ネ ットワー

クを迅速かつ経済的に実現できるという特長を有 している。

このため,我 が国においては,昭 和40年 代初頭から宇宙通信について検討

が開始され,実 験用中容量静止通信衛星(CS「 さくら」)及び実験用中型放

送衛星(BS「 ゆ り」)を通 じて各種の基礎的宇宙通信技術の開発が行われて

きた。

(ア)実 験用中容量静止通信衛星(csrさ くら」)に よる実験

CS「 さくら」は52年12月 に静止軌道上に打ち上げられたもので,53

年5月 から郵政省を中心に電電公社,宇 宙開発事業団等の協力の下に衛

星通信に関する各種の実験が継続実施されている。これまでの実験によ

り,準 ミリ波帯等の電波を用いた電話,画 像等の伝送特性が明らかにな

るとともに,コ ンピュータ ・ネットワーク.統 合デ ィジタル衛星通信シ

ステム等新 しいシステムを確立するための基礎データが得られた。

また,災 害通信,新 聞紙面伝送等種々の利用形態に即 した実験が実施

され,そ れ らが技術的に実現可能であること,そ の場合におけ る技 術

面,運 用面における諸条件等が明らかになった。

(イ)実験用中型放送衛星(BS「 ゆ り」)に よる実験

Bsrゆ り」は53年4月 に静止軌道上に打ち上げられた もので,53年

7月 か ら郵政省を中心にNHK,宇 宙開発事業団等の協力の下に衛星放

送に関する各種の実験が行われ,56年 度をもって終了した。この実験に

より,日 本の大部分の地域では直径1m程 度のアンテナを,ま た,小 笠

原,南 大東島等の離島では直径4.5m程 度のアンテナを設置することに

より良好なテレビジ。ン画像を受信できること,車 載型の送受信局によ

り全国各地から衛星放送用テレビジョン信号が送受信できること,な ど

が明らかになった。

また,高 精細度テレビジョソ信号,高 品質のステレオ音声信号,静 止

画放送信号等の伝送実験が実施され,貴 重なデータが得られた。これ ら
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の成果によって,12GHz帯 を用いた 個別受信用の衛星放送システムの

実用化の見通 しが得られた。

イ.実 用衛星の開発 と利用

(力 衛星の実用化推進のための組織体制の整備

CS「 さくら」及びBS「 ゆ り」による実験成果を踏まえ,宇 宙通信

の早期実用化を図る と と もに,静 止軌道及び宇宙通信周波数の有効利

用,資 金及び技術力の集約化等を図 り実用衛星の管理,運 用等を一元的

かつ効率的に行 うための機関として,54年8月,「 通信 ・放送衛星機構」

が設立された。同機構は,宇 宙通信の実用化に備え,衛 星管制センター

の建設等所要の準備を進めるとともに,通 信 ・放送衛星に対する利用者

機関の要望を調整 し衛星の諸元に反映させるなどの役割を果 た して お

り,我 が国における宇宙通信の普及,発 展に大いに貢献してい くものと

期待されている。

(イ)第 一世代の実用衛星CS-2,BS-2の 打上げ

CS「 さくら」及びBS「 ゆ り」による実験の成果を基に,我 が国で

は宇宙通信の実用化を積極的に推進 しているが,初 の実用通信衛星CS

-2は 電話換算約4 ,000チ ャンネルの伝送容量を有 してお り,CS-2a

が58年1・2月 期に,CS-2bが 同年8・9月 期に打ち上げられること

となっている(第1-2-5図 参照)。

衛星通信システムは,地 上の災害の影響を受けにくいこと,地 形等に

左右されず遠距離 広範囲な通信が可能であること,異 常 トラヒックに

対する対応や回線設定が容易であること,な どの特長があることから,

CS-2は,① 災害時の通信の疎通を図るための災害対策用通信,② 離

島に薄する通信品質の向上や通信需要の増大に対処す るた め の離島通

信,③ 各種催物や事故現場等からの中継に対応するための臨時通信等に

利用される予定である。

CS-2の 利用機関としては,国 内公衆通信業務を行 う電電公社,人

命 ・財産の保護等のための公共業務用通信を行 う警察庁,消 防庁,建 設
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第1-2-5図 衛星通信システムの概念図

＼
ノ

新

◎勿

爵 勘臨 鐙
衛星管制センター
(通信・放送衛星機構)

＼ 轟

憾繕
省,日 本国有鉄道,電 力会社が予定 されている。

一方
,我 が国初 の実用放送衛星BS-2は,カ ラーテ レピジ ョソ2チ

ャンネルの伝送容量 を有 してお り,BS-2aが59年1・2月 期 に,BS

-2bが60年8・9月 期にそれ ぞれ打ち上げ られ るこ ととな っている(第

1-2-6図 参 照)。

NHKで は,辺 地又は離 島におけ るテ レビジ ョン放送の難 視聴解消が

重要 な課題 とな ってお り,BS-2の 打上 げ予定時期であ る58年 度にお

いて もなお40数 万の難視聴世帯が残 るもの と推定 され ることか ら,こ の

衛星 はNHKテ レビジ ョン放送の難視聴解 消に対す る抜 本的解決策 とし
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第1-2-6図 放送衛星システムの概念図
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ての利用のほか,非 常災害時における放送網の確保やテレビジョン放送

の受信品質の改善にも役立つものと期待されている。

㈲ 第二世代の実用衛星CS-3,BS-3の 打上げ

第一世代の実用衛星CS-2,BS-2は それぞれ衛星寿命5年 を目

標としているので,昭 和60年 代前半には,こ れ ら第一世代の実用衛星の

サービスを継続 ・発展させるとともに,増 大かつ多様化す る通信,放 送

ニーズに対処するため更に大容量 ,長 寿命の次期衛星,す なわち第二世

代の実用衛星CS-3,BS-3の 打上げが必要となる。

このため,郵 政省では,55年 度から電波利用開発調査研究会に学識経

験者等からなる実用衛星部会を設け,CS-3,BS-3の 利用の在 り

方について調査 ・審議を行い,CS-3に ついては56年6月 に,BS_
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-3に ついては57年3月 にそれぞれ報告書の提出を受けたと ころ で あ

る。

また,こ れ と並行 して,郵 政省では最適衛星システムの技術的検討も

進めてお り,57年 度はCS-3の 予備設計,BS-3の 概念設計を行う

こととしている。

このような状況を背景に,CS-3(伝 送容量:電 話換算約6,000チ ャンネ

ル)に ついては実用衛星部会の報告書を参考にするなどしてその具体的利用

について検討を進めているが,現 在のところ次のような利用の仕方が考えら

れている。

①CS-2に より提供される非常災害対策用通信,離 島通信等のサービス

を継続させるとともに,利 用の拡大を図る。

② 衛星通信は一地点から多数の地点に向けて同時に同一内容の情報を伝達

するいわゆる同報通信に適 していることから,こ の特性を生かして新聞紙

面伝送,テ レビ ・ラジオの番組伝送等の分野へ利用を図る。

③ 衛星通信の広域性,広 帯域性を生か して,テ レビ会議,高 速データ通信

等を行 う統合デ ィジタル通信の分野へ利用を図る。

また,BS-3に ついては,宇宙開発技術の進展等を踏まえ,カ ラーテレビ

ジョン3チ ャンネルないし4チ ャンネルの伝送容量を有する衛星とすること

を目標としてお り,現 在のところ次のような利用の仕方が検討されている。

①NHKは 辺地又は離島における難視聴の解消,非 常災害時における放送

網の確保等BS-2か らのサービスを継続するとともに,併 せて種々の利

用方策を検討することにより衛星の一層の有効利用を図る。

② 放送大学の早期全国普及を図る観点から,放 送大学学園によるBS-3

の利用を検討する。

③ 地上放送との調和を図りつつ視聴者の多様なニーズにこたえるとともに

衛星放送の一層の普及を図るため,新 規の一般放送事業者による放送衛星

の利用を検討する。

④ 放送需要の多様化と技術の進歩に応 じて文字放送,フ ァクシミリ放送,
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PCM音 声 放送,高 精細度テ レビジ ョン放送等 の新方式 の放送 の試行的実

施を行 う。

(2)諸 外 国の動 き

衛 星通信 システムは長距離伝送を主 とした国際通信 の分野において最初に

商用 化され,発 達 して きた。現在 では国 内の通信 システムに も衛星が導入 さ

れてお り,地 域的な衛 星通信 システムも計画 され てい る。 また,海 上移動通

信 システムや放送 システ ムに も衛星が使用 され始め ている。

ア.国 際通信 システ ム

衛 星通信サ ービスを提供す る国際 システムとしては,国 際電気通信衛星機

構(イ ンテルサ ッ ト),国 際海事衛星機構(イ ンマルサ ッ ト)及 びイ ンタース

プ ー トニクが ある。

イ ンテルサ ッ トは,国 際通信を主 と した電話,テ レックス,テ レビジ ョン

伝送等 の通信サ ービスを提供 してお り,1982年7月 現在,106か 国 が加盟 し

ている。1965年 に ア ーリ ・・ミー ドに よ りそのサ ービスを開始 して以来,ト ラ

ピ ック量 庶増大の一途 をた どってい るため,1980年 にV号 系衛星が打ち上げ

られ てお り,1984年 に は改 良型 のV-A号 系 衛星が打ち上 げ られ る予定であ

る。 また,地 域別の トラピック量に関 しては,大 西洋 地域 及びイ ン ド洋地域

での伸びが大 き く,こ れ らの トラヒ ヅクの増 大に対処す るため,1986年 に は

よ り大型 のVI号 系衛星 を打 ち上げ る計画が進め られ ている。

イソマルサ ッ トは1982年2月1日,米 国のマ リサ ッ トシステムを 引き継 ぎ,

船 舶 を対象 とした電話,テ レックス等の通信サ ービスを提供 してお り,1982

年7月 現在,37か 国 が加盟 してい る。 この システ ムを利用 す る船舶数及び ト

ラヒック量 は急増 してお り,特 に大西洋 においてこの傾 向が著 しいので,1982

年5月1日,容 量の大 きな欧州宇宙機関(ESA)の 所有 す るマ レックス衛

星に置 き換 えられた。イン ド洋及び太平洋において も,マ レックス衛星 又は

イ ンテルサ ッ トV号 系 衛星 に搭載 された海事 通信 システ ムに置 き換 え られ る

予定 である。

イ ソタースプー トニクは,ソ 連 の ゴリゾン ト衛星を使用 して電話,テ レビ
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ジ 。ン等 の通信サ ー ビスを提供 してお り,1982年7月 現在,ソ 連,東 欧圏を

中心に15か 国が加盟 してい る。

イ.国 内及び地域衛星通信 システム

現在,独 自の衛星 を打 ち上げ,国 内通信を行 っている国は米国,カ ナダ.

ソ連及びイ ン ドネシアであ り,フ ランス,西 独,イ ン ド等 において も打上げ

計画が進め られ ている。 また,ノ ール ウェー,ブ ラジル,ア ル ジェ リア,チ

リー等では,イ ンテルサ ッ ト衛星の一部 を利用 して国内通信を行 っている。

米国では,RCAア メ リコム社,ウ ェスタン ・ユ ニオン電信会社(WUT),

AT&T/GTEサ テ ライ ト社(GSAT),ア メ リカン ・サテ ライ ト社(ASC)

及 び サテ ライ ト・ビジネス ・システムズ社(SBS)の 各社が衛星に よる通信

サ ー ビスを提供 してお り,国 内衛星通信 システムが最 も発達 した国である。

この うち,SBS社 のSBSシ ス テ ムはデータ,画 像を統合 した高速 デ ィジタ

ル伝送が可能な企業 内ネ ッ トワークを提 供す る新 しい システムであ り,高 速

デ ータ通信やテ レビ会議等 の多様なサ ービスが可能な もの として注 目され て

い る。

カナ ダは人 口が希薄 でまぼ らに広が っているため積 極的 に宇宙開発を行 っ

てきたが,1972年11月 に アー クAを 打ち上げ,世 界で最初 に国 内衛星通信 シ

ステムを持つ国 とな った。現在,テ レサ ッ ト・カナダ社 に より4機 の衛星が

運用 されてい る。また,イ ン ドネシア も国内衛星通信 システム(パ ラパ)を

所有 してお り,そ の衛星搭載中継器の一 部を マ レイシァ,タ イ,フ ィ リピン

等 の近隣諸国に提供 している。 この両国 とも,近 い将来次世代の衛星を打 ち

上 げる計画があ る。

地域衛星通信 システム としては,ヨ ーロッパでは暫定欧州電気通 信衛星機

構(暫 定 ユーテルサ ット)が,ま た,ア ラブ諸国 ではア ラブ衛星 通 信 機 構

(ア ラブサ ッ ト)が 地域通信 システムを運用す るために設立 され,現 在,衛

星 システムの開発が進め られ てい る。

(3)今 後 の取組

我が国において,宇 宙通信は本格的な実利用の段階 を迎 えつつあ り,今 後
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の増大かつ多様化する通信需要を充たす新 しい通信手段として一層の発展が

期待されている。

衛星通信は,広 い地域を一挙にカバーできることや,周 波数帯域が広 く高

品質の回線が確保できることなどの特長を持っていることから,そ の特長を

生か した利用方法の開拓,多 様化する通信 ・放送需要に対処するための新た

な利用技術の開発及び利用の促進を図るための宇宙通信システムの経済化が

課題 となっている。さらに,世 界的な周波数及び静止軌道のひっ迫に対処す

るための技術開発が必要とされている。

固定衛星通信については,同 報通信,統 合ディジタル通信等の分野への本

格的利用や,将 来予想 される大型衛星時代に備えて,限 られた特定の地域に

電波を発射できるマルチビームアンテナ,衛 星内交換技術,新 しい周波数帯

の開発等が急務となっている。

一方,移 動衛星通信については,現 在,主 として短波帯により行われてい

る洋上の船舶との通信が,回 線の品質,容 量,通 信可能時間等に制約が多い

ことや周波数帯の使用が混雑 していることなど多 くの問題を抱え て い る の

で,こ の解決策としての国内海上移動通信システムの導入の検討が進められ

ている。将来的には,自 動車,航 空機等の移動体 との通信にも衛星を利用す

ることが考えられている。

このほか,衛 星を利用した捜索救難通信システムは,現 在運用中の地上方

式によるものに比較して受信可能範囲,遭 難信号の発射位置の算出,応 答時

間等の面で優れた機能を発揮す ることが考えられるため,国 際海事機関(I

MO)に おいてその導入について検討が進め られてお り,我 が国としてもそ

の対応を検討 していく必要がある。

また,衛 星放送については,文 字放送,フ ァクシミリ放送,PCM音 声放

送,高 精細度テレビジョン放送等の新 しい放送への利用を検討すること,受

信用アンテナの小型化,さ らにはローカル放送実現のための放送衛星技術の

開発等が必要である。
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2放 送

(1)我 が国の動き

ア.放 送サービスの多様化の動向

(ア)視 聴者の需要の動向

社会経済の高度化 ・多様化,国 民の生活意識や価値観の多元化は,情

報に対する需要の増大 と情報内容及びサービス形態の多様化として現わ

れてお り,こ の傾向は放送の分野に対 しては,以 下のように放送の番組

面,視 聴の形態面の双方にわたって質的向上 と多様化を求めている。

A情 報の専門化

国民の生活意識は,所 得水準の上昇,余 暇時間の増大,し こうの多

様化等に伴い,生 活の量的拡大か ら質的充足へと変化 しつつあ り,こ

れに対応 して,放 送についても視聴者の最多数を対象にして情報を提

%

50

40

30

20

10

0

40,5

、、

＼32.0/＼

膨/ノ ・・223＼

レ 型01東 京/

第1-2-7図 専 門 放 送へ の欲 求 度

る　ロ　

/＼ 紋君
、

267
＼29,0 29.0
、__騨__一 ●

37・7

＼ ・・

2

†専

欄

　

鷲
交嵩
通局

3
ス放
ポ送
1専
ツ門

局

'

棊
番専
組門
局

5
映
画専

門
局

6
教育

専
門
局

7

地 ス
元 中
二心
ユの

1局

「放 送 の 多 様 化 に関 す る ア ンケ ー ト調 査 」(55年9～10月 実 施)に よ り作 成 。

(注)1.実 施地区:東 京都及び甲府市

2.数 値は,複 数回答による割合(%)
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供してきた従来の放送のほか,専 門化した情報の提供を行 う放送が求

められている(第1-2-7図 参照)。特に,テ レビジョン放送の場合,

視聴できる放送の数や放送時間が多 くても番組内容は類似 したものが

多 く,必 ず しも視聴老の多様な要望を充足 しているとはいえない。

Bサ ービス形態の多様化

放送は,送 り手側の主導の下に多数の視聴老に一方的に情報を提供

しているものであるが,こ れに対 し,視 聴者の側では自らの欲す る情

報を必要なときに随時視聴でき,し かも記録もできるといったサービ

ス形態の多様化,つ ま り選択性,随 時性,記 録性についての期待が大

きい。

C画 質 ・音質の向上

大型で精細度の高いテレピジ ョソ放送,雑 音やひずみの少ない高忠

実度の音声放送等,画 質 ・音質の一層の向上についても視聴者の要望

が高い。

D特 定の分野における放送の役割

放送大学学園の放送等,教 育の新 しい分野をはじめ,福 祉,交 通,

防災等の特定の分野においてもその目的に沿った情報提供の充実のた

め,放 送の機能の発揮が期待されている。

(イ)多様化する放送メディア

これまでみたように,放 送に対する視聴者の要望は種 々な面で多様化

しているが,こ れらの要望にこたえる新 しいメデ ィアの実用化の可能性

が,こ こ数年急速に高まってきた。

現段階で実用化の可能性があると考えられるメデ ィアとしては,テ レ

ビジョン音声多重放送,文 字放送,静 止画放送,フ ァクシミリ放送,コ

ー ド・データ放送,PCM音 声放送,高 精細度テレビジョン放送,衛 星

放送等が挙げられる。

これらメディアへの関心度は,第1-2-8図 のとお りである。
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第1-2-8図 新放送サービスへの関心度
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「放送の多様化に関するアンケー ト調査」(55年9～10月 実施)に より作成。

(注)1.実 施地区:東 京都及び甲府市

2.数 値は,複 数回答による割合(%)

Aテ レビジョソ音声多重放送

テレビジョン音声多重放送は,テ レビジョン放送の音声信号に別の

音声信号を重畳して放送 し,受 信側ではテレビジョン受信機にアダプ

タを付加 して聴取するものである。電波の効率的な利用を図るととも

に,テ レビジョン放送番組を一層多彩で魅力あるものとするため,こ

の放送は53年9月 から実用化試験局 として実施されてお り,ス テレオ

放送,2か 国語放送等が提供されている。

なお,57年3月 末のテレビジョン音声多重放送実施状況は,第1-

2-9表 のとお りである。

B文 字 放 送

文字放送は,テ レビジョソ放送の電波を利用 して文字又は図形を伝

送し,受 信側ではテレビジョン受信機にアダプタを付加することによ

って,受 信老の欲する情報を随時画面に映し出し,あ るいは受信機に
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第1-2-9表 テ レビジ ョン音声多重放送の実施状況

(57年3月 末現在)

放送事業者 実施地区等 実施時間
(1週 間当た り)

総放送時間に対する
実 施 比 率

NHK 東京都ほか16道 府県15時 間31分 12.7%

一般放送事業司 53社 13時 間12分 10.0%

(注)実 施時間は,定 時番組の放送時間である。

記録装置を付加することによってハードコピーとして紙にプリン トす

ることができるもので,放 送の速報性 と活字の記録性を兼ね備えたも

のとして期待されている。

文字放送の伝送方式にはパターン方式及びコード方式の2方 式があ

り,パ ターン方式は複雑かつ膨大な種類がある漢字や詳細な図形を伝

送するのに適 している。コー ド方式は伝送速度が速 く,放 送できる番

組数もパターン方式の5～10倍 程度多いとい う長所があるが,一 方,

現段階の技術においては受信機が割高になる,電 波障害により誤字,

脱字等が起こ りやすいなどとい う面もあ り,現 在,電 波技術審議会に

おいて引き続き検討が進められている。また,パ ターン方式とコー ド方

式 とを併用するハイブリッド方式についても検討が進められている。

文字放送の利用方法としては,テ レビジ ョン放送の主番組に関連 し

た聴力障害者向けの字幕放送,料 理献立表,出 演者紹介,ラ ジオ ・テ

レビの番組表の放送等の補完的利用のほか,ニ ュース,天 気予報,各

種案内等主番組の内容 とは直接関係 しない独立的利用等幅広い一般的

情報媒体 としての利用が考えられる(第1-2-10図 参照)。

C静 止画放送

静止画放送は,テ レビジョン放送1チ ャンネル分の電波を利用 して

同時に50番組程度の音声が付いた静止画像(ス ライ ド映画と考えてよ

い。)を伝送し,受 信側では,テ レビジョン受信機にアダプタを付加

することによって必要なときに希望する静止画情報を選択 し,あ るい
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第1-2-10図 文字放送の概念図
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は,受 信機に記録装置を付加することによって記録することができる

もので,放 送に画期的な多チャンネル化をもたらす ものとして期待さ

れている。

利用方法 としては,技 術講座,語 学講座等の教育分野への利用に有

効であると考えられている。

この放送については,現在,基礎技術の研究開発が進められている。

Dフ ァクシミリ放送

ファクシ ミリ放送は,テ レビジョン放送の電波を利用して文字,図

形,写 真等の信号を伝送し,受 信側ではこれらをテレビジョン受信機

に付加 したファクシミリ受信機等によりハードコピーとして記録 ・保

存するもので,文 字,図 形を送る点では文字放送 と同じであるが,一

画面当た りの情報量が多いこと,ブ ラウン管でなく直接紙に受信する

ことが特長であり,写 真も送れることからいわゆる 「電子新聞」とし

ての機能が期待されている。

利用方法としては,ニ ュース解説,生 活情報等詳細な情報や経済情

報,医 療情報等特定専門情報への利用が考えられる。

この放送については,現 在,電 波技術審議会において検討が行われ



一62一 第1部 総 論

ている。

Eコ ード・データ放送

コード・データ放送は,ラ ジオ放送やテレビジョン放送にコード信

号を付加 して受信側のラジオやテ レビジョン受信機の 制 御 を行 った

り,種 々のデータ伝送を行 うものである。この放送の一例として,深

夜等放送を受信していないときにも自動的にラジオやテ レビジョン受

信機のスイ ッチを入れることにより,大 規模地震の予知情報や津波警

報等,緊 急で重要な災害情報を伝達す る方法が考えられ,放 送の即時

性 ・同報性を生かしたサービスとして期待 されている。

このシステムについては,56年3月,電 波技術審議会から緊急警報

信号方式について一部答申が出され,現 在,技 術基準の作成のための

実験が進められている。

FPCM音 声放送

PCM音 声放送は,PCM(PulseCodeModulation)方 式によるラ

ジオ放送であって,雑 音やひずみが少なく,ダ イナ ミック ・レンジの

広い高品質の音楽等が聴取できるものである。

利用方法としては,音 楽専門放送等が考えられる。

この放送については,現 在,基 礎技術の研究開発が進め られ て い

る。

G高 精細度テレビジョン放送

高精細度テレビジョン放送は,テ レビジrン 画面の走査線の数を現

在の2倍 以上に増やす ことによって精細度の高い画面を得 る と と も

に,横 長の大型画面により臨場感 と迫力をもたらすテレビジョン放送

である。

利用方法としては,劇 場映画,ス ポーツ中継等が考えられる。

この放送については,現在,基 礎技術の研究開発が進められている。

H衛 星 放 送

衛星放送は,赤 道上空約3万6千kmの 静止軌道上に打ち上げた人
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工衛星か ら放送電波を発射 し,受 信側では衛星放送受信アソテナ及び

アダプタをテ レビジコン受信機に付加することにより,直 接 これを受

信するものである。

現在,国 際的に12GHz帯 の周波数が衛星放送用に割 り当てられて

お り,我 が国はテレビジョン放送8チ ャソネル分の周波数の使用が可

能である。

利用方法としては,難 視聴解消,非 常災害時の放送網の確保,PCM

音声放送,高 精細度テレビジョン放送等に用いることが考えられる。

(ウ)多 様化のための施策の推進

郵政省は,放 送サービスの多様化を望む国民のニーズと,新 しいメデ

ィアの技術開発の動向を踏まえ,今 後の放送サービスの在 り方について

の調査研究を行 うため,55年7月,学 識経験者等からなる 「放送の多様

化に関する調査研究会議」を設け視聴者の需要動向,技 術の発展動向,

放送政策の課題等について検討を進め,57年3月,そ の報告書の提出を

受けたところである。

今後は,こ の調査研究会議の提言を十分参考 としながら必要な施策に

ついての検討を進めることとしているが,そ の第一段階として,国 民の

ニーズも高 く,現 段階において技術的に実用化が可能なテレビジョン多

重放送について実用化を図るため,第96回 通常国会において放送法等の

一部を改正し,法 制面の整備が図られた。

改正の概要は,次 のとお りである。

①NHKが 業務としてテレビジョン多重放送を行えるよう,関 係規定

が整備された。

②NHKが 業務 としてその放送設備をテレビジョン多重放送を行お う

とする者に賃貸することができるよう,関 係規定が整備された。これ

は,テ レビジ 昌ン放送事業者以外の者がテレビジョン放送事業者の放

送設備を使用 してテレビジョン多重放送を行 ういわゆる第三者利用の

考え方を受けた規定であ り,こ れにより,情 報の多元化を推進し,視
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聴者のニーズにこたえるとともに,電 波の公平利用を図ることになる

ものである。

③NHK及 び民間放送事業者がテレビジョン多重放送を実施す る場合

は,補 完的利用の番組をできるだけ多 く設けなければならないことと

された。これは,テ レビジョン多重放送は2か 国語放送やステレオ放

送,あ るいは聴力障害者向けの字幕放送等 としての利用の仕方が有意

義であり,視 聴者のニーズにもこたえることになるか らである。

④ 郵政大臣は,NHK及 び民間放送事業者に対 し,テ レビジ ョン多重

放送のための設備の利用等に関する計画の策定及び提出を求めること

ができることとされた。 これは,テ レビジョン多重放送が新 しい分野

の放送であ り,放 送事業者自らの実施予定,第 三者への貸付予定等の

動向をあらか じめ踏 まえることによって,国 として最 も国民の期待に

沿 うような普及方策を図ろ うとす るためのものである。

(2)諸 外国の動き

我が国 と同様に諸外国で も文 字放送(我 が国の文字放送 に当た るシステ ム

を,国 際的にはテ レテ キス トと総称 してい る。),PCM音 声放 送,高 精細度

テ レビジ ョン放送,衛 星放送等様 々な メデ ィアの研究開発,実 用化試験が進

め られ てお り,今 までになか った放送サ ービスが実施 されつつ ある。

文字放送 につい ては,既 に英国,米 国,フ ランス,西 独等 で実用化 の段階

にあ り,本 放送若 しくは実験放送を行 ってい る。

英国では,英 国放送協会(BBC)が シ ーフ ァ ックス(CEEFAX)と い う

名称 で1976年 か ら本放送 を開始 してお り,1979年9月 か らはニ ュース,天 気

予報,株 価情報等の一 般向けのサ ービスに加 えて,聴 力障 害者 向けの字 幕放

送 を行 ってい る。 また,イ ンデペ ンデ ソ ト放送協 会(IBA)で は オ ラクル

(ORACLE)と い う名称で,1981年9月 か ら広告放送 を開始 してい る。

米国では公共放送サ ー ビス(PBS),ABC,NBSが ラ イン21(LINE21)

とい う名称 で聴 力障害者 のための字幕放 送(ClosedCaptioningService)を
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行 ってい る。

フランスではアンチオープデ ィ ドン(ANTIOPE-DIDON)と い う名 称

で,1979年10月 か らこれ までの実験放送 の一 部を本放送 と して開 始 し て お

り,一 ユース,天 気予報,株 価情報等を提供 している。

西独 では西独放送連盟(ARD)と ドイ ツ第2テ レビ協会(ZDF)が ビデオ

テキス ト(VIDEOTEXT)と い う名称で,ま た,ド イ ツ新 聞出版協会(BD

ZV)が ビル トシルムッァイ トン ク(BILDSCHIRMZEITUNG)と い う名称

でそれ ぞれ1980年6月 か ら実験放送を開始 した。 この実験放送 にはARD,

ZDF及 び 新聞社5社 が参画 している。

衛星放送 については,米 国,英 国,フ ランス,西 独その他多 くの国 々で放

送衛星計画が進め られている。 これ らの計画 は,放 送衛星か らの電波を各家

庭 に設置 した小型のパ ラボ ラアンテナで直接受信す る直接放送衛星計画であ

り,1980年 代 後半には各国で衛星が打ち上げ られ,衛 星放送時代を迎え るこ

とになろ う。

米 国では,一 ユース,ス ポ ーツ等 の専門放送,有 料テ レビジ ョン放送,高

精 細度テ レビジ ョン等 の計画を含んだ9件 の申請 が連邦通信委 員会(FCC)

に よ って審査 され てい る。

英 国では,1986年 に 衛星を打 ち上げ,BBCが 有 料放送 も含め2チ ャンネ

ルのテ レビジ ョン放送を行 う計画で ある。

フランスと西独は共同で放送衛星を開発 してお り,両 国 とも1985年 中 に衛

星を打ち上げ る計画である。西独 では,テ レビジ ョン放送 のほかにPCM音

声 放送を行 うことを計画 している。

このほか,米 国では視聴老が放送事業者 と契約を結ぶ ことに よって放送 を

視聴す る有料テ レビ(PAYTV)が 急速 に発達 してお り,ホ ームボ ックスオ

フ ィス社(HBO)や シ ョータイ ム社等が映画やスポ ーツ中継等を専門に放

送 してい る。

(3)今 後 の取組

多重放 送,衛 星放送等の新 しい放送 メデ ィアの技術を開発 し,そ の実用化
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を図ることは,国 民の価値観の多元化に対応 したより豊かで多彩な放送サー

ビスの提供を可能にしてい くものである。今後は,新 しい放送 メディアの技

術開発の一層の促進を図 り,視 聴者の需要動向に対応 した多様な放送サービ

スの提供を推進するための施策の展開を図る必要がある。

この場合,当 面の技術開発動向,一 般の関心度合等にかんがみて多重放送

及び衛星放送について検討することが主要な課題 と考えられる。これを実施

するに当たっては,① 各メデ ィアの特性を放送サービスの向上 と多様化に十

分生かす よう配慮すること,② 電波の公平かつ効率的な利用及び情報の多元

化を図るため,放 送の実施の機会を広 く国民各層に開放 し,既 存の放送事業

者のほか新規参加を図ること,③ 既存の放送事業 との調和のある放送秩序を

確保 し,全 体として国民の要望に最 も良 くこたえるように努めること,④ 新

しい放送メデ ィアと放送関連 メディア(キ ャプテンシステム等)と の間に競

合若 しくは相互補完関係が生 じることが想定されるので,相 互の調和のある

発展が図られるよう総合的な視野に立った施策を推進すること,な どが基本

となろう。

さらに,個 別課題をみた場合,多 重放送のうち,テ レビジョン音声多重放

送及びテレビジョン文字多重放送については,既 に法令等の整備を行い実用

化も近いが,フ ァクシミリ放送,コ ー ド・データ放送等は種々な利用形態が

想定され,今 後更に制度面及び技術面の積極的な検討の必要がある。

また,衛 星放送は,全 国を一挙にカパーできる新 しい周波数資源であ り,

地上放送では期待できない ような高品質の音声や画像の放送が可能であるな

どの特性があることか ら,こ れらを生か した利用方法を地上放送 との調和に

も配意しながら検討する必要がある。

衛星放送の利用形態 としては,難 視聴の解消,教 育,映 画,ス ポーツ,音

楽等の特色のある編成による専門放送,文 字放送,高 精細度テレビジコソ放

送等が想定されるが,こ れらは,視 聴者の需要動向,事 業主体,経 営財源,

技術開発の見通 し等 とも関連 してお り,総 合的な検討を行い,衛 星放送の健

全な発展を図るための必要な施策を策定する必要がある。
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事業主体としては,特 色ある番組編成を確保できること,放 送の公共性,

多様性が確保されること,長 期的な経営見通しの下に必要な財源の確保が図

られることなどを考慮 し,社 会的に信頼のある事業主体を基本 とする必要が

ある。

また,真 に国民のニーズに合 った放送を継続的に行っていくため,そ の経

営基盤の安定性が求められるが,そ のための経営財源としては広告料収入方

式のほか視聴者が特定の放送の視聴を希望して視聴料を払う有料方式が想定

される。これらの方式については,広 告費の伸び,NHKの 受信料制度との

関係,有 料技術方式の確立等の解決すべき問題がある。

以上述べたような認識に立ち,衛 星放送が真に国民のための情報提供手段

として健全に発展す るためには,国 際的に認められた8チ ャンネルの適正な

利用方法,放 送衛星の打上げ技術の状況,放 送技術の開発動向,視 聴者の需

要動向等を考慮 し,衛 星放送のメリヅトを国民一般が最大限に享受できるよ

う広い視野に基づいた総合的な放送政策を展開 してい くことが必 要 とされ

る。

3デ ータ通信

(1)我 が国の動き

ア.デ ータ通信の高度化 ・多様化

電気通信回線に電子計算機等を接続してデータの伝送 と処理を一体的に行

うデータ通信は,我 が国では39年 国鉄の座席予約 システム 「みどりの窓口」

に導入されて以来,46年 の公衆電気通信法(以 下 「公衆法」とい う。)改正,

さらに通信技術 ・エレクトロニクス技術の進展及び社会経済活動 ・国民生活

の向上に伴い,飛 躍的に発展 してきている。

データ通信は,主 に製造業等の生産 ・販売 ・在庫管理や銀行等金融機関の

預金 ・為替業務に利用され発展 してきたが,最 近では公害監視,交 通制御,

救急医療等の公共的分野においても利用されてお り,利 用分野の多様化が進

んでいる。また,デ ータ通信システムの利用形態も集中処理か ら分散処理シ
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ステ ムへ,さ らにシステムを相互 に接続 した ネ ッ トワーク化 へ と発展 してい

く傾向がみ られ る。

我が国のデータ通信 の発展状況を国 内の システ ム数(電 電公社 シス テム数

及 び 自営 システム数)及 び回線数(特 定通信回線数及び公衆通信回線数)で

み る と,47年 度 末に はシステム数468シ ス テム,回 線数1万8,227回 線 であ っ

た が,56年 度 末には7,171シ ス テム,15万9,449回 線 に達 してい る(第1-2

-11図 及 び第1-2-12図 参 照)
。

現在,電 電公社が提供 しているデ ータ通 信サ ービスには,回 線サ ー ビスと

して特定通 信回線,公 衆通信回線(電 信型,電 話型),デ ィ ジタル ・データ

交換網サ ービス(DDX:回 線 交換 サ ービス,パ ケ ッ ト交換サ ー ビス)が あ

り,設 備 サ ービス として公衆型 の販売在庫管理 システ ムサ ー ビス(DRESS),

科 学 技術計算 システ ムサ ービス(DEMOS-E)と オ ーダメイ ド型 の各種 シス

テムサ ーピス(全 国銀行 為替 システ ム,運 輸 省 自動 車登録検査 システム,航

空貨物通関情報 システム等)が あ る。 また,民 間企業 において も,販 売 ・在

第1-2-11図 国内システム数の推移
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第1-2-12図 国内回線数の推移
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庫管理,証 券取引,預 金 ・為替業務等 の多彩なサー ビスを提供 してお り,郵

政省の行 った 「情報通信業実態調査」に よれぽ,56年 末 現在 この種 のサ ービ

スを提供 している として同調査に回答を寄せた企業は132社 で,216シ ステ ム

となってい る(第1-2-13表 参照)。

イ.国 際化 の進展

国際電電が従来か ら提供 しているデータ通 信サ ー ビスには,回 線サ ービス

と して特定通信回線 公衆通信回線(電 信型),設 備 サ ービス として オー ト

メ ックスサ ービス,オ ーダメイ ド型 の個別 システムサ ービ ス が あ る。 しか

し,近 年 におけるコン ピー一タの普及,社 会 の情報化及び国際化 の進展に伴

い,国 際間のデータ通信の利用 も高度化 ・多様化 し,量 的に も著 しい増加 を

みせている。

国際電電 は,55年9月 か ら国際 コンピュータ ・アクセスサ ー ビス(ICAS)

の提 供を開始 した。同サ ービスは,我 が国の利用者が外 国にあるホス ト・コ

ソピュータ(デ ータベ ース等)に オンライ ンでア クセス し,化 学 ・薬品 ・農
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第1-2-13表 我 が国の情報通信サービスの概況

区 別

電

電

公

社

公衆データ通
信サービス

各種データ通
信サービス

対 象 業 務

販売在庫管理 システムサービ
ス(DRESS)

科学技術計算システムサービ
ス(DEMOS-E)

金融業務

自動車登録検査業務

座席予約業務

税務関係業務

信用 ・購買・販売業務

気象観測情報業務

環境情報業務

生鮮食料品流通情報業務

救急医療情報 ・病院情報業務

官庁会計業務

保険業務

シ ス テ ム 数

52年 度1535455156
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2
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(注)民 間情報通信事業者のシステム数は,各 年末である。

業 ・経済情報等の情報検索 等を行 うネ ットワークサ ービスであ る(第1-2

-14図 参 照) 。

さらに,57年4月 か らはパケ ット交換方式 によ りコソ ピ訊一タ相互間,コ
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ンピュータと端末間,端 末相互間のデータ伝送等を行 う公衆データ網サービ

スとして,国 際公衆データ伝送サービス(VENUS-P)の 提供を開始 し,取

扱対地は57年9月 現在,米 国等7か 国となっている。同サービスは,57年9

月,電 電公社のパケット交換サービスと相互接続され,利 用の一層の拡大が

見込まれている。

ウ.制 度の整備

データ通信の利用制度は,46年 の公衆法改正により創設された。以来,現

在に至るまで,こ の制度の下でデータ通信は著しい発展をみせた。 しか し,

それから10年が経過 し,デ ータ通信システムは,そ の利用動向の変化が著 し

いため,利 用制限を実態に即して大幅に緩和 してほしいとの要望が各方面か

ら出されるようになった。

郵政省においても,電 気通信の重要性にかんがみ,80年 代における電気通

信政策の基本的方向と重要課題への取組み方を検討すべ く,郵 政大臣の私的

懇談会である 「電気通信政策懇談会」を設けた。郵政省は,56年8月 の同懇

談会の結論を受け,ま た,各 界からの要望も踏まえデータ通信の一層の発展

を図るため,次 の法案を作成,準 備 した。

① 民間が新 しい高度通信サービス(付 加価値データ伝送業務)を 行えるよ

うにす るための所要の措置を定める付加価値データ伝送業務に関する法律

案

② 共同使用の範囲の拡大等,デ ータ処理分野の自由化を図るための公衆電

気通信法の一部を改正する法律案

その後,政 府部内の調整の結果,付 加価値データ伝送業務に関する法律案

については継続 して検討することとし,一 方,公 衆法の一部を改正する法律

案については,「行政事務の簡素合理化に伴 う関係法律の整理及び 適用対象

の消滅等による法律の廃止に関する法律案」(いわゆる行革一括法案)の一部

として第96回 通常国会へ提出し,57年7月9日,可 決成立,10月23日 から施

行されることとなった。その主な内容は,第1-2-15表 のとお りである。

この改正によりデータ通信回線の利用は,デ ータ処理については原則として
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第1-2-15表 データ通信回線利用制度整備の概要

試

共

同

使

用

他

人

使

用

相

互

接

続

規 制 項 目

範 囲

使用 態様

個別認可制

公衆通信回
線使用契約
に係る共同
使用

使用 態 様

コン ピュ ー

タ間 接 続

個別認可制

②一㊥一②
の接続

私設線,異名義
回線の

接続

現 行 制 度 と 改 正 内 容

製造業者と販売業老間等八つの関係に
限 り認めていた制限列挙方式を廃止 し,業
務上必要な者の間であれぽすぺて自由
に回線利用ができるように改める。

メッセージ交換が禁止されていたが,

中途コンピュータでのメッセージ交換や
データ処理を伴 う端末間通信等データ処
理のためであれば自由な回線利用ができ
るように改める。さらに業務上緊密な関
係を有する者の間においては,電 信電話

的利用をも可能 とする。

上記の結果,個 別認可制は不要となる
ので廃止する。

制限を廃止する。これに伴い,公 衆通
信回線使用契約に準用される通話等の停
止等に関する規定を改正する。

原則として 「行って帰って来い」だけ
しか認められていなかったものを,中 途
コンピュータでのメッセージ交換やデー
タ処理を伴 う端末間通信等データ処理の

ためであれば自由な回線利用ができるよ
うに改める。

さらに,主 として中小企業者のために,
基本的公衆電気通信以外について,一 定
の条件の下に他人の通信の媒介を行 うこ

とを暫定的に認める。

コ ン ピ ュー タ と コ ン ピ ュー タ との接 続

が 認め られ て い なか っ た も のを,一 定 の

条 件 の も とに 認 め,コ ン ピュ ー タ相 互 の結
合 に よ り多 種 多様 な デ ー タ通 信 が で き

る よ うにす る。

個別認可でしか認められていなかった
データ処理のための②一㊥の接続を自由
とする。

従来認められていなかったものを個別認
可のもとに可能とする。

従来認められていなかったものを可能
とする。

対 処 方 法

郵政省令の改正

同 上

公衆法(第55条
の11)の 改正

公衆法(第55条
の18)及 び郵政
省令の改正

認可基準の改正

暫定省令の制定

公衆法に一条追
加(第55条 の13
の2)

公衆法(第55条
の15,16)及 び

郵政省令の改正

同 上

郵政省令の改正

その他睡 内交釧 同 上
1同

上
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備(PBX)

等 と コ ソ ピ
ュー タ と の

接 続

(注)1.「 郵政省令」とは 「公衆電気通信法施行規則」,「暫定省令」とは 「公衆電

気通信法第55条 の13第2項 の場合等を定める臨時暫定措置に関する省令」

をいう。

2.② は公衆通信回線,⑭ は特定通信回線の略である。

自由 とな り,そ の利用分野,利 用形態は ます ます高度化 ・多様化す るもの と

期待 され る。

(2)諸 外 国の動 き

欧米諸国におけ るデ ータ通信サ ー ビスも,近 年 の電気通信技術 の著 しい進

歩 とともに ます ます高 度化 ・多様化 してい る。

米国では,GTE/テ レネ ッ ト社,タ イムネ ッ ト社等 の付加価値通信事業

者(VAC)及 び サテ ライ ト・ビジネス ・システムズ社(SBS)等 の 国内

衛星通信事 業者 がデ ータ伝送等 のサ ー ビスを提供 している。AT&Tは,

FCCの 第2次 コンピュータ調査 の最終決定 によ り,子 会社を通 じてデータ

通信等の高度通信 サー ビスに参入す るこ とが認め られた こ とか ら,1982年6

月 にア メ リカン ・ベル会社を設立 した。 同社は,1984年 春 ごろか らニューヨ

ーク
,ワ シン トン,シ カゴ等17都 市でACS(AdvancedCommunications

Service)を 再 設 計 した公衆 パ ケ ット交換 網サ ービスAIS/Net1000(Advan-

cedInformationSystems/Net1000)の 提供 を計画 してい る。SBSは,衛

星を介 して直接利用者 間を結び,デ ータ,画 像,音 声等 の伝送 を行 う統合 デ

ィジタル網サ ービスCNS-A(Communicat1onsNetworkService-A)を

1981年3月 か ら米国内で提供 している。 その後,SBSは,同 サ ービスを カ

ナ ダまで拡張す る認可をFCCか ら得たが,イ ンテルサ ヅト協定及 び カナ ダ

側 の規制 に よりサ ー ビス開始に至 っていない。また,SBSは,英 国電気通

信公社(BT)と 米 英間でデ ィジタル網サ ービスを共 同提供す る ことに合意

し,FCCに 対 し国際通信事業者 として同サ ービス提供 の認可 申請 を行 って

い る。 このほか,GTE/テ レネ ッ ト社及び タイ ムネ ット社 がFCCに 認 可
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申請 していた米欧 間パケ ッ ト交換の公衆 データ網サ ービスは,そ れぞれ1982

年3月 と4月 に認可 され,タ イ ムネ ット社 につい ては3年 以内に外国通信事

業体 と運用協定 を締結す ることが認 可条件 となってい る。

英国では,1981年7月,英 国電気通信公社法(BT法)が 成立 した ことに

よ り,民 間企業 に よる付加価値通信 サー ビスの提供が可能 となった。産業省

は,1982年2月,ケ ーブル ・アン ド ・ワイヤ レス社(C&W),プ リテ ィシ

ュ ・ペ トロ リアム社,バ ーク レー銀行 の コン ソーシャム(共 同企業体)か ら

申請のあ った通信網建設(マ ーキ ュ リー計画)を 条件付 きで認可 した。同計

画では,当 初 デ ィジタル専用回線サ ービスを ロン ドン市 内の企業に提供 し,

そ の後主要都市 まで拡張す る予定になってい る。一方,BTは デ ータ通信の

需要に こたえ,1981年8月 か らパ ケッ ト交換の公衆 データ網サ ービスSwitch

Streamの 提 供を開始 している。

フランスでは,1978年12月 か らパケ ッ ト交換に よる公衆デ ータ網サー ビス

TRANSPACが 開 始 され,1981年10月 に 西独の 公衆 データ網DATEX-P

と接 続 されている。

西独では,1975年 に 回線交換 の公衆データ網サ ービスDATEX-Lが,さ

らに1981年8月 か らパ ケ ッ ト交換に よる公衆デ ータ網サ ー ビスDATEX-P

が 開 始 された。DATEX-Lは,1982年4月 にス ウェーデ ソの公衆 データ網

と接 続 され,将 来 は他 の欧米諸国の公衆デ ータ網 とも接続 され る予 定 で あ

る。

欧州共 同体(EC)諸 国 間のパ ケッ ト交換サ ービスのEURONETは,1980

年2月 にサー ビスが開始 され,そ の後 スイスやス ウェーデ ソに も拡張 されて

い る。また,北 欧4か 国(デ ンマー ク,フ ィンラン ド.ノ ール ウェー,ス ゥ

ェーデ ソ)の 回線交換 による北欧公衆 データ網(NPDN)は,1981年10月 に

すべての国で商用サ ー ビスが開始 された。

このほか,カ ナダでは,ト ランス ・カナダ ・テ レホン ・システム社(TC

TS)が1977年 か らパケ ヅ ト交換の公衆 データ網サ ービスDATAPACを 開

始 し,1982年1月 か らは西欧諸国の公衆 データ網 と接続 されてい る。また,
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カナデ ィア ン ・ナシ ョナル/カ ナデ ィアン ・パ シフ ィヅク ・テ レコ ミュ三ケ

ーシ ョンズ社(CNCP)は,1978年 か ら回線交換及びパ ケッ ト交換に よる公

衆デ ータ網サ ービスINFOSWITCHを 提 供 している。

オ ース トラ リアのテ レコム ・オース トラ リアは,1982年 末 までにパ ケ ッ ト

交換サ ービスAUSTPACの 提 供 を計画 している。

(3)今 後 の取組

デ ータ通信利用 の高度化 ・多様化に伴い,デ ータ通信が社会経済活動及

び国民生活に果たす役割 は,極 めて大 きいもの となってい る。 デ ー タ 通 信

は,企 業においては通信 回線 とワー ドプ ロセ ッサ,フ ァ クシ ミリ,コ ン ビ凸

一タとを接続 した オフ ィス ・オー トメーシ ョソ(OA)の 導 入等事務部 門の

省力化 ・合理化,テ レビ会議 による企業活動 の円滑化,家 庭 においてはホー

ムシ ョッピングやテ レコン トロールに よる家事労働 の省力化,自 動警報 シス

テ ムに よるセキ ュ リテ ィの確保等 さまざまなニーズにこた える通信 メデ ィア

と して,一 ・層 の発展 が予想 され る。 このよ うにデータ通信 に対す る社会及 び

国民の期待には大 きい ものがあるが,今 後更 にデータ通信 を発展 させ るため

には,解 決す べ きい くつかの課題 がある。

第1に,付 加価 値通 信サー ビス部 門へ の民 間企業 の参入 である。 コンピュ

ータを交換機 と して
,異 なる企業 のデータ通信 システムの結合 や コンピュー

タの蓄積 ・編集 ・同報機能 を活用 した文書伝送(メ ール ・サ ービス)等 を提

供す る付加価値通信サ ービスは,企 業 間システムの効 率的 な結 合が可能 とな

るため,そ の出現が強 く求め られる よ うになっている。

同サ ービスへ のニーズは,多 様かつ変動的である ことが予想 され,こ れに

迅速,適 切 に対応す るためには,民 間企 業の活 力,創 意工 夫を生かす必要が

あ る。 これ らの状況を考慮 し,民 間企業 の付加価 値通信サ ービス部門への参

入を認め る制度 の整備は,我 が国 のデ ータ通信政策上の重要な課題 とな って

い る。 この参入 を認 めるに当た っては,そ のサ ービスの公益的側面等の視点

か ら,各 種 の配慮が必要 であるため,こ れ らに関す る法制度面 での措置にっ

いて,今 後 とも継続 して検討す ることとしてい る。
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第2に,デ ータ通信利用の高 度化 ・多様化 に不可欠なネ ットワー ク技術の

高 度化 である。 データ通信は,電 気通信技術 の進歩や利用形態 の多様化に伴

い,異 機種 コン ピュータ問,異 システム間の通信 に対す るニーズが 出て きて

い る。 そ こで通信方式の標 準化 が求め られてお り,デ ータ通信 システムプロ

グラムの標 準プ ロ トコル(CCNP)に 対 する適合性いかんを検証す るプロ ト

コル検証 システムの開発,複 数 のシステムに適用可能 なアクセス言語(ア ク

セ ス ・コマ ン ド)の 開発調査及びデータベ ースの有効利用を可 能 とす る た

め,複 数のデ ータベースをネ ットワー ク化 し,同 一端末機か ら利用可能 とす

るデ ータベ ース利用技術の開発 調査 を行 っている。

第3に,デ ータ通信 システ ムの安全,信 頼性の確保であ る。近年,デ ータ

通信が社会,国 民生活 の上で重要な役割を担 うこととな り,災 害,障 害,犯

罪等に よ りデ ータ通 信システ ムが機能停止に陥 ると,広 く社会経済活動全般

に大 きな混乱を もた らす ことが予想 され る。 この ような情報化社会 のぜい弱

性 に対処す るためには,電 気通信 システムの信頼性向上や各種安全対策を検

討す る必要があ る。 また,デ ータに対す る不当なア クセスやデ ータ破壊等に

対す るデータ保護対 策 として,郵 政 省では 「ミックス方式」に よる暗号化手

法 を57年3月 に開発 した。

第4に,デ ータ通信利用 の高度化 ・多様化に伴 う社会問題 と して プライバ

シー保護 の確保であ る。 データ通信の普及,発 展に伴 い,個 人デ ー タ の 収

集,利 用が プライバ シーを侵害す るとの危 ぐが高 ま りつつ あ り,ま た,OE

CDの プ ライバ シー保護 に関す るガイ ドライン勧告の採択 ともあい まって,

プ ライバシー保護は重要 な課題 とな っている。 このため,通 信の秘 密確保が

プライバシー保護対策上重要 な役割を果 たす との観点か ら,通 信の秘密保護

法 制について検討を進めている。

第5に,国 際間デ ータ流通 問題 の対応である。近年,国 際間 データ流通 の

増 大を通 じて情報の不均衡の是正等,経 済 ・社会 ・文 化に幅広 くかかわ る問

題が生 じている。特に,米 国による貿易上 の障害除去の要求は,情 報 サ ービ

ス分野にまで及び,国 際間データ流通をめ ぐる動 きは活 発 で あ る。 このた
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め,我 が国 としても新た な対応策が求め られてお り,現 在国際間デ ータ流通

に関す る調査,分 析を行 ってい る。

4画 像 通 信

(1)7ア ク シ ミリ通信

ア.我 が 国の動 き

我が 国のフ ァクシ ミリ通信は,46年 の 公衆法改正を契機 と して,47年 以 降

公衆電話 網利用 に よるフ ァクシ ミリを中心に急速に普及 し,利 用者 も官公庁

や大企業 中心か ら中小企業,さ らに最近 では,個 人事務所や商店等へ と広 が

りをみせている。 このよ うな状況 におい て,国 内の ファ クシ ミリ通信 は,専

用回線や公衆電話網 の利用 だけ でな く,新 た にファ クシ ミリ通信網 サ ービス

や公衆 ファクスサ ービス(一 般利用者が電報電話局 の窓 口等 に設置 され た フ

ァ クシ ミリ装置を利用 して 通 信す る。)が 提供 され るな ど,サ ー ビス も多彩

に なって きてい る。

特に,56年9月 か ら開始 された フ ァクシ ミリ通信網サ ー ビスは,フ ァクシ

ミリ通信のための専用 通信 網であ り,効 率的 にファ クシ ミリ信号 を送 ること

が できるため,従 来の公衆電話網 に比べ,中 長距離 の通信料 が安 くな ってい

るほか,同 報通信機能等多彩なサ ービス機能 も持 っている。また,併 せて提

供開始 された ミニファクスは,A5版 用 のフ ァクシ ミリ装置であ るが,機 能

の簡易化等 によ り低価格化 ・小 型化,操 作性 の向上 が図 られてお り,フ ァ ク

シ ミリ通信網 と公衆電話網の双方 に接続 して通信 で きる ものであ る(第1-

2-16図 参 照)。 この ような技術進歩 によ り,フ ァクシ ミリ通 信は,今 後更

に利用分野が拡大 され,一 段 と普及が進 む もの とみ られ る。

また,国 際間のフ ァクシ ミリ通信には,専 用 回線,デ ーテル,公 衆電話

網,フ ァクシ ミリ電報及び国際公衆デ ータ伝 送サ ービス(VENUS-P)が 利

用 され ている。
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ファクシミリ通信網サービスの概要

ファクシミリ通信網

電話局 電話局
「

1

(蓄積変換装置) (蓄積変換装置)

L_____

ディジタル伝送路

電話局

(高速回線)

公衆電話回線

_____」

電話局

「
(発信側)

湧_'

盈 〃

〈ミニファクス〉

(着信側)

轡
〈ミニフ ァクス〉

我 が国におけ るファクシ ミリ総設置台数は,56年 度 末現在,お よそ20数 万

台 と推定 され,こ の うち公衆電話網を利用 したフ ァクシ ミリが70%程 度 を 占

めているとみ られ,年 平均50%前 後 の伸びを示 してい る。 また,機 種別 のフ

ァクシ ミリ設置状況をみる と,中 ・高速機 の コス ト低下 と利用者 の高速化志

向を反映 し,低 速機(G1機)に 比べ中速機(G2機 及 び ミニフ ァクス)及

び高速機(G3機)の 伸びが著 しい(第1-2-17図 参照)。

近年,フ ァクシ ミリ通信 は,機 器の低廉化 ・小型化等に よ り,更 に手軽で

経済的な通信 メデ ィア と認識 され るに従 って,そ の利用形態 に も変化がみ ら

れ る。第1に,従 来,主 に同一企業内で同一機種の ファクシ ミリが使用 され

ていたが,通 信方式が標準化 された機器 の普及に よ り,通 信相手が他企業等,

拡 大す る傾向がみ られ る。第2に,専 用 回線 とユーザの蓄積型交換機 とを結

合 し,企 業専用 のフ ァクシ ミリ通信ネ ットワークを構築 した り,電 話やテ レ

タイ プ等 とも共用 できる複合通 信ネ ッ トワークとして利用す る大企業等が増
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えてい る。第3に,ワ ー ドプ ロセ ッサや コン ピュータとフ ァクシ ミリを組み

合わせて使用す るな ど,フ ァクシ ミリ通信形態の多様化が挙げ られ る。
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イ.諸 外 国の動 き

諸外 国におい てファクシ ミリ通信は,米 国をは じめ西 欧諸国 で主に利用 さ

れ ている。

米 国では,早 くか ら公衆電話網に利用者 自営 の機器 を接続す ることが認め

られていたため,フ ァクシ ミリの利用が最 も進んでい る。 米国 内では,AT

&TがDATAPHONEの 名 称で 公衆電話網利用に よるフ ァクシ ミリ通信

等 を提供 してい る。 また,ウ ェスタン ・ユ ニオン電信会社(WUT)及 び特

殊 通信事業者が専用回線に よ り,グ ラフネ ッ ト社等の付加価値通 信 事 業 者

(VAC)が デ ータ網に よ りフ ァクシ ミリ通信サ ー ビスを行 ってい る。国際間

では,AT&Tの 公 衆電話網利用のDATAPHONE,国 際 記録通信事業者

(IRC)の 専 用回線,デ ーテル,フ ァクシ ミリ電報等に よ りファクシ ミリ通信

が行われ ている。

英 国では,公 衆電話網利用 によるFONOFAXと 呼 ぼれ るファクシ ミリ通

信 サ ービスが1979年11月 か ら国内で開始 され てい る。 国際間の も の と し て

は,ビ ュー ロフ ァクスや公衆電話網を利用 したサ ービスがあ る。

フランスでは,1978年11月 か ら国内で公衆電話網利用 のT616Faxを 開 始

している。 また,TRANSFAXと 呼 ばれ るデ ィジタル専用回線に よるファ

クシ ミリ通信サ ービスが,1981年3月 か ら実験的に提供 されている。 国際間

の ファクシ ミリ通信では,公 衆電話網が利用 されている。

西独 では,1979年1月 か ら国内 で 公衆電話網 によるTelefaxを 提 供 して

いる。国際間の ファクシ ミリ通信には,公 衆電話網が利用 されている。

主要国におけ るファクシ ミリ装置 の保有台数は,1981年 に おいて米 国が約

29万 台,英 国,フ ランス,西 独がそれ ぞれ2～3万 台程度を有 している と推

定 され る。 ところで,同 じアル ファベ ッ トを用いる米国 と西欧諸国に普及率

の大 きな差があ る理 由と して,通 信事業者の ファクシ ミリ通信サー ビスに対

す る取組み方,メ ーカの技術 ・生産 ・販売力等の差異が挙げ られている。 し

か し,最 近では西 欧諸 国でもファクシミリの優れた メデ ィア特性 に注 目し,

そ の普及 とサー ビスの拡大に力を入れ始めてお り,将 来的には米国や 日本の
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ように各分野で利用され,普 及す るものとみ られる。

ウ.今 後の取組

我が国のファクシミリ通信は,省 資源,省 エネルギー,OA化 等時代の要

請にこたえ,急 速な成長を遂げているが,社 会経済活動及び国民生活に一層

役立たせるためには,今 後解決すべ きいくつかの課題が残 っている。

第1は,フ ァシクミリ装置価格の一層の低廉化である。現在,エ レク トロニ

クス及び通信技術の進展等により,通信機器,電子機器のコス トの低減が図ら

れているが,今後は経費負担能力が小さく,トラヒックの少ない個人事業所,一

般家庭等の利用者層に普及させ るためには,利 用者 ニーズに合 った機能を有

するファクシミリ装置の大量生産等による価格の低廉化を図る必要がある。

第2は,通 信方式の標準化である。国際電信電話諮聞委員会(CCITT)で

は,既 に公衆電話網利用によるファクシミリ装置のG2機 及びG3機 につい

て,標 準化の勧告を採択し,我 が国においても,54年10月 にG2機,56年12

月にG3機 の推奨通信方式を告示 し,標 準化を図った。今後は,公 衆データ

網を利用するG4機 の標準化について,CCITTの 動向を踏まえつつ検討を

進める必要がある。 さらに,近 い将来 ファクシ ミリと日本語 テレテ ックス

(日本語 ワードプロセッサに通信機能を付加 した記録通信メデ ィアで郵政省

がその標準化を進めている。)の融合形態が登場す るものとみられ,こ のため

の通信方式の標準化について十分な配慮が必要である。

第3は,フ ァクシミリ通信に使用する通信網の整備である。現在,フ ァク

シミリ通信に使用できる公衆通信網には,専 用回線,公 衆電話網及びファク

シ ミリ通信網があるが,そ れぞれ提供 目的,特 性が異なっているため,利 用

者は目的にあったサービスを選択す る必要がある。

これら各種通信網が将来どのような方向に発展 し,あ るいは統合され,そ

の際のファクシミリ通信に使用する通信網の特徴やサービス機能がどのよう

に変わっていくのか,ま た,網 の相互接続等に関する制度的 ・技術的問題に

ついて幅広 く検討を進める必要がある。

ファクシミリ通信は,今 後,企 業の業務用通信を中心に一層利用が進むと
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ともに一般家庭等に も利用 分野 が拡大 し,利 用形態 も多様化す るものと予想

されている。す なわち,企 業では事務部門の合理化を図 るためにOA化 が推

進 され,フ ァクシ ミリ通信はOAの 中核をなす と見込 まれてお り,コ ン ビ邑

一タ等 と結 び付 いてその利用分野
,方 法は ます ます高度化 ・多様化 してい く

もの と考え られ る。 また,個 人では当面,作 家,コ ピーライ ター,弁 護士等

の利用が考え られ るが,ミ ニファクスのよ うに装置 の簡易化 ・低廉化が進め

ぽ,広 く一 般家庭に も普及す るもの とみ られ る。

さらに,近 く実用化が予定 され るキ ャプテンシステムや文字放送等 の新 し

い メデ ィア と端末装置の共用化が図 られ るなど,各 メデ ィアと調和 の とれた

通信 メデ ィアと して一層 の発展が期 待され る。

(2)ビ デ オテ ックス

ビデオテ ックスは,テ レビ受信機 とコン ピュータ ・センタを公衆 電話網に

よ り接続 し,会 話形式で画像情報を提供す る新 しい通 信メデ ィアである。

テ レビ受信機 と公衆電話網 とい う広 く普及 した既存設備を有効に利用 し,

双 方向機能 を活用 してセ ンタに蓄え られた情報を検索す るだ け で な く,銀

行,デ パー ト.旅 行業者等広 い分野の外部情報 センタを活用 したテ レシ ョッ

ピング,ホ ームバ ンキング等 の幅広いサー ビスが安価 に提供で き る こ と か

ら,我 が国をは じめ英国,フ ランス,西 独,カ ナ ダ,米 国等20以 上 の国々で

実験あ るいは実用化が活発 に進め られている。

ア.我 が 国の動 き

我が国においては,郵 政省及び電電公社が共同 し,情 報提供者,メ ーカ等

の協力を得 てキ ャプテンシ ス テ ム(CAPTAIN:CharacterAndPattern

TelephoneAccessInformationNetworkSystem)の 名 称で54年12月 か ら

56年3月 まで東京23区 内の1,000の モ ニタを対象に第1期 実験サ ービスを行

った。

56年8月 か らは第H期 実験 サー ビスとして,モ ニタ数2,000,蓄 積 画面数

約20万 とそれぞれ第1期 実験の2倍 に増や したほか,情 報入 力機能及び情報

検索機能の充 実,表 示機能等の向上を図 った・また,特 定 の利用者端末 グル
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第1-2-18表

論

キ ャプテンシステムの情報分野別蓄積画面状況

(57年9月 現在)

分 野 別 主 な 内 容 陣 画面数

ニ ユ ー ス ・天 気 予 報

広 報 ・お 知 ら せ

一 般 ・ス ポ ー ツ ニ ュー ス,週 間 ダ イ ジ ェス ト,

過 去 の 出 来事,天 気予 報,レ ース結 果

都 ・区のお知 らせ,公 共施設案内

13,929

12,967

鹸 ・美容 ・出産 ・育児 睡 賭 理 ・病院案内・美容・モ清 児 1,343

シ ョ ッ ピ ン グ ー リ ー ス
デ パ ー ト案 内,商 品 案 内,専 門 店 案 内,ホ ー
ム シ ョ ッピ ン グ

料 理 ・ 味 料理のつくり方 ・味の店の紹介

す ま い 土地 ・家屋の分譲 ・建築相談

くら しの繍 ・法 律1利 殖・一 ン・殿 輸 税金・法律相談

くらしの知識 あれ これ
各 種 知 識,冠 婚 葬 祭,宝 く じ,サ ー クル 案 内,
サ ー ビス案 内

7,035

6,387

5,388

2,497

11,350

教 育・学 習 ・教 養1学 習プ・グ… 欝 受験 働 案内漕 籍1 29,246

ス ポ ー

娯 楽 ・ 趣

旅 行 ・ 観

ツ

味

光

野 球,相 撲,ゴ ル フ,つ り等 の各 種 ス ポ ー ツ
の知 識,記 録,レ ー ス結 果

映 画 ・音 楽 ・演 劇 の 催 物 案 内,美 術 館 ・美 術

展,ク イ ズ,占 い,ラ ジオ ・TV番 組

国 内 ・海 外 旅 行 案 内,行 楽 地 案 内,宿 泊,ダ

イ ヤ案 内,駅 弁 ・み や げ

専 門 情 報融 熊禰 統計灘 済嚇 技術

英 字 情 報
News&Weather,Entertainment,Public
Inf.

15,775

40,706

8,407

14,496

1,038

街 角 ・タ ウ ・ ガ ・ ・1地 区別樋 ・・イ・ポ… スポー・撮 749

そ の 他1歌 その他 22,740

合 計 194,053

一プに,特 定の情報提供 を可能 とす る クローズ ド・ユーザ'グ ル ープ ・サ ー

ビス,利 用者端末か ら商 品の注文,予 約が できるオ ーダ ・エ ン トリ ・サ ー ビ

ス,望 み の画面の写 しを とれ る簡易型 ハー ド・コピー装置を開発す るな どサ
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第1-2-19図 キ ャプ テ ン第1[期 実 験 シス テ ムの 構 成
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一ビス機能を拡充 した(第1-2-18表 及 び第1-2-19図 参 照)
。

イ.諸 外国の動 き

諸外国 におけ るビデオテ ックスの研究開発は,近 年大 き く進展 し,欧 米諸

国のみな らず アジア,オ セアニア等の国々において も関心が持たれ,商 用な

い し実験 の段階にあ る。

世界 に先駆けて ビデオテ ックスの開発に乗 り出 した英 国では,プ レステル

とい う商品名 で1979年9月 か ら商用サ ービスが開始 され,加 入 者 は 約1万

8,000に 達 してい るが,現 在 のところ ビジネス利用 が中心で当初 の計画数を

下 回っているため,英 国電気通信公社(BT)は 情 報提供者や メーカ等 に呼

び掛 けるなど,マ ーケテ ィング活動を積極的に行 っている。

フ ランスの ビデオテ ックスは,テ レテル及び電子電話帳の二つの計画があ
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り,電 気通信 とコンピュータの組合せに よ り社会 の大規模 な情報化を図 るテ

レマ ティーク計画 の柱 の一つ となってい る。 テ レテルは,パ リ郊外 のベ リジ

ー地区において2,500世 帯 を対象 と して情報検索 のほか,列 車 の座席予約,

買物注文等 もで きる実験が1981年7月 か ら18カ 月 の予定で開始 されてい る。

また,電 子電話帳は,電 話加入者に小型端末機を設置 し電話番 号案内を行 う

ものであ り,1982年6月 か らイル ・エ ・ビレヌ県 で商用サ ービスが開始 され

ている。

西 独では,1980年6月 か ら西 ベル リン,デ ュッセル ドルフの2都 市 におい

て,ビ ル トシルムテキス トの名称 で約7,000の 端 末を対象 に実験サ ー ビスが

行わ れている。 この システ ムの特色 は,中 央 センタ以外 に銀行,通 信販売業

者,旅 行代理店等,多 数の外部 セ ンタ(1981年 末 現在38セ ン タ)が 接続 され

ている ことである。 この システ ムでは,現 在,ホ ームバ ンキン グ,注 文,予

約等 のサー ビスが提供 されてお り,1983年 か ら商用化 され る計画 である。

カナダでは,通 信省(DOC)が テ リドソとい う名称 で システムの開発 を

行 い,現 在各州 の電話会社等を中心に各地 で実験 サ ービスが行われ てい る。

テ リドンの特色は,公 衆電話網だけでな く,同 軸 ケー ブル,光 ファイバ等 い

ろいろな広帯域伝送路を用いて,情 報検索,買 物注文,ホ ームバ ンキ ング等

の多彩なサ ー ビスを提供 してい ることであ る。

米 国における ビデオテ ックスの研究開発は,英 国,フ ランス,カ ナ ダ等に

比べ遅れ ていたが,近 年,放 送会社,新 聞社,出 版社 をは じめCATV事 業

者,広 告 業者,銀 行等 の多 くの企業が ビデオテ ックスを提供すべ く市場調査

や実験サ ービスを始め るなど,競 争が激化 してきている。 また,AT&Tは,

既 に基礎実験を終 え本格的 なサ ー ビス提供に向けて準備を進 め て き たが,

1982年8月 の新同意審決 において,AT&Tが 自社の伝 送施設を用いて,

ニ ュース,生 活情報等 の収集,編 集,配 布等を行 ういわゆ るエ レク トロ三 ッ

ク ・パ ブ リッシングは,今 後少 な くとも7年 間禁 じられ ることとな った。

ウ.今 後 の取組

キ ャプテ ンシステ ムにつ いては,郵 政省及び電電公社が情報提供者,メ_
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力等の協力を得て実験を推進するとともに,実 用化に向けて検討を進めてき

たところである。このシステムの実用化に対する国民の期待には大 きなもの

があ り,「キャプテンシステム実用化懇談会」からも,早期実用化の提言がな

されている。このシステムが実用化された場合,社 会経済活動の効率化及び

国民生活の向上等,情 報化社会の発展に大きく貢献することが予想される。

また,今 後更に激化する情報通信分野での国際競争に対処するためには,こ

の種の新しいメデ ィアの開発,実 用化に早期かつ積極的に取 り組む必要があ

る。

このような状況にかんがみ,郵 政省及び電電公社は,59年11月 を目途とし

てこのシステムを実用化することとし,諸 準備を進めている。 このシステム

の円滑な実用化を図るためには,シ ステム提供者,情 報提供者,端 末機提供

者等の関係者が総力を結集して,サ ービス開始当初から価値の高い情報と低

廉な端末機器の提供を実現することが必須である。郵政省としては,利 用者

が利用 しやすい環境整備の検討,関 係者の調整等を行い,こ のシステムの円

滑な実用化を期すこととしている。

5移 動 通 信

社会活動の高度化 ・多様化に伴い,従 来の移動通信のほかに,近 年,走 行

中の自動車,列 車,船 舶等の移動体から一般の加入電話,歩 行中の人等との

通信ができる,よ り一層機動性と即時性に優れた移動通信が発達 してきた。

ポケットベル,自 動車電話,列 車公衆電話等の移動通信の利用加入者数,利

用回数等の利用状況の推移をみると移動通信に対する需要が着実に増加して

いることが分かる。また,限 られた移動業務用周波数を有効に利用し,よ り

多 くの利用者が移動通信を利用できるような新たな通信システムが開発,導

入されようとしている。

このように移動通信が高度化 ・多様化してきた要因としては,国 民のニー

ズや移動通信に利用できる周波数帯,新 しい通信方式の開発のほかに,最 近

の半導体技術の進歩等により小型,軽 量かつ高性能の無線機の製造が容易に
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なったことが挙げ られ る。

(1)我 が 国の動き

ア.陸 上移動通信

(ア)自 動車電話サ ービス

現代社会において自動車の果たす役割は極めて大きいが,自 動車の中

でも電話が利用できるようにとい う要望にこたえて登場したのが自動車

電話である。

自動車電話は,サ ービス ・エ リア内を走行中の場合,自 動車電話 と全

国の電話との間はもとより,自 動車電話相互間でも通話を行 うことがで

きる。システムの概要は,第1-2-20図 のようになっている。システ

ムの特色としては,周 波数の有効利用を図るため小ゾーン方式(サ ービ

ス ・エ リア内を半径5～10kmの 無線ゾーンに分割す る方式)を 採用 し

ていること,800MHz帯 を使用 していることなどが挙げられる。

この自動車電話は,54年12月 に東京23区 でサービスが開始されたのに

続いて大阪地区,東 京周辺地区,大 阪周辺地区,名 古屋地区においても

サービスが開始されている。57年 度には,札 幌,仙 台,岐 阜,広 島,福

岡の各地区においてサービスが開始 される予定であ り,更 にその後は逐

第1-2-20図 自動車電話サービス ・システム概念図
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次全国の主要都市及び これ らを結ぶ主要幹線道路へ拡大 してい く計画が

な されてい る。

加入者数 も55年 度末で6,406加 入,56年 度 末で1万3,275加 入 と順調に

増加 してい る。 自動車電話の利用 は,一 般企業 が82%を 占め,次 いで個

人が13%,病 院 等公共機関が4%,官 公 庁2%と な ってお り,車 種別 で

は乗用車が93%で 大 部分を占めている(56年 度末現在)。

各種 の技 術開発 もサ ー ビス ・エ リアの拡大に併 せて進め られてお り,

自動車に取 り付ける無線機については,LSI技 術 を導入 して従来 のも

のに比べ大幅に小型 ・軽量化 された ものが名古屋 地区を皮切 りに提供 さ

れ ている。

さらに,各 種サ ービスの拡充については,現 在 自動 車電話は加入 した

サ ービス ・エ リア内で しか使用で きないが,こ れを他のサ ービス ・エ リ

アへ移動 した場合で も使用 できるよ うにす る全国広域サー ビスの検討,

自動車 に取 り付けてある無線機を車外へ運び出 して使用で きる着脱式移

動機 の開発等が進め られている。

(イ)マ ルチ ・チ ャンネル ・ア クセスシステ ム(MCAシ ステ ム)

トラック等陸上運送事業界 においては,迅 速,正 確 なサ ービス等 きめ

細かい輸送体制確立 と省エネルギー対策上か ら事業所 と移動中の車両 と

の通信を確保 し,車 両の位置,稼 働状況等を事業所 におい て常時把握 し

管理で きる通信 システムの要望が強 い。一方,陸 上移動業務 用 周 波 数

は,陸 上移動通信 に対す る需要が著 しいため極めてひっ迫 してい る。

この よ うな現状か ら,周 波数を よ り効率的に利用す るために複数 の周

波数 を多数 の利用者 が共用す るMCAシ ス テ ム(MultiChannelAccess

System)が 開 発 された。

このシステムは,800MHz帯 を 使用 して,第1-2-21図 に 示す とお

り,制 御用 チ ャンネル1チ ャンネル と最大15の 通話用 チ ャンネルか ら成

り立 っている。 この システムは,制 御用 チ ャンネルに よって空いている

通話用 チ ャンネルを順次使用希望者に付与 し,し か も1通 話当た りの通
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話時間を制限することによって,周 波数の利用効率を高めた もの で約

5,000局 の収容が可能である。

この新 しく開発されたMCAシ ステムは,自 動車運送事業等の各種業

務用 として,需 要の極めて多い東京及び大阪地域に57年秋から導入する

こととしている。このMCAシ ステムは,首 都圏,近 畿圏に続いて名古

屋,札 幌等主要都市へと急速に拡大されることが予想される。

◎)パ ーソナル無線

陸上移動通信の うち,パ ーソナル ・メデ ィアに対する需要は,国 民生

活の向上 と生活様式の複雑多様化に伴い,ま すます増加の傾向にある。

個人が利用できる陸上移動通信で自動車電話サービス等の公衆通信系

のサービス以外にはアマチュア無線と市民ラジオとがあるが,近 年のモ

ータリゼーシ ョン社会の進展に伴い,現 行市民ラジオ制度に対し,利 用

周波数の増波,通 信可能範囲の拡大等の要望が利用者から多 く出されて

いる。また,電 波技術の進展により,無 線設備の小型 一軽量 ・省電力化

が進んでいることから,個 人でも簡易に操作ができる無線設備が開発さ

れてきている。

このような状況を踏まえて,モ ータリゼーション社会に適応した簡易

な連絡用として,無 線従事者の資格を必要とせず,簡 易に操作ができ,

しかも通信可能範囲が5～6kmと いう,車 載通信 も可能なパーソナル

無線の検討が進められている。

なお,放 送の受信に障害を与え又は他の無線通信等に妨害を与えて社

会問題化 している不法市民ラジオ(免 許されない無線局で主に車載用の

もの)は,依 然として跡を絶たないが,パ ーソナル無線の導 入 に よっ

て,そ の排除効果の上がることが期待 される。

(エ)列 車公衆電話サービス

列車公衆電話は,列 車内に設置した公衆電話と加入電話等相互間の通

信サービスを行 うものであ り,東 海道 ・山陽新幹線では開業 と同時にサ

ービスを開始 し,57年6月 からは東北新幹線で開始され,57年11月 から
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は上越新幹線 でサ ービスが開始 された。

東海道 ・山陽新幹線の ものは,列 車 と沿線基地局 の間を無線 で結 んだ

ものであ り,通 話は交換手を通 じて行わ れ,通 話 できる地域 も新幹線沿

線地 域の25都 市に限 られてい る。東北 ・上越新幹線 では,ヶ 一 ブルに設

け られた溝か ら微弱電波が出 る漏 えい同軸 ケーブルを 線 路 に 沿って敷

き,こ れ を利用 して通信を行 うため,よ り安定 した通信 が可能 にな ると

ともに,列 車か らの発 信通 話については,一 般 の公衆電話 と同様 ダイヤ

ル通話ができるよ うにな り,ま た,通 話 で きる地域 も全 国 と な ってい

る。

なお,東 海道 ・山陽新幹 線の56年 度 の利用状況 につ いては 年 間約105

万 呼 で,仕 事上の連絡や出迎え依頼等 に利用 され てお り,列 車 か らの発

信が約90%と な ってい る。

(オ)ポ ケッ トベル

電話のネ ッ トワークを利用 して,無 線 に よ り外 出 している人 を呼び出

すいわゆるポケ ッ トベルは,電 電公社が43年7月 に東京23区 でサ ービス

を開始 して以来,そ の軽便かつ機動性 に富 んだ効用 に よって急速 な普及

を示 し,56年 度 末現在,加 入数 はお よそ124万 加 入 とな ってい る。

このポケ ッ トベルは,150MHz帯 及 び250MHz帯 の 周波数 を使用 し,

全 国に66の 提 供地域を設定 してサ ービスを行 ってお り,そ のサ ービス提

供地域 は,お よそ700市 町 村に及 んでいる。60年 度末 までにはおおむね

全市制施行都市等 に拡大す るとともに,周 波数 帯を150MHz帯 か ら250

MHz帯 へ 吸収 して,よ り適切 な サ ービスが行 える よう計 画 してい る。

57年 度 は,新 た なサ ービス として 「デ 漏アルコ ールサ ービス」 を9月

か ら全国一斉 に開始 した。

デ ュアル コールサ ー ビスは,受 信機 に二つ の番 号を付与 し,呼 ばれた

番号に よって鳴音を変え,受 信 側において発 呼の識別 を二つ まで可能 と

す るサ ービスである。

また,57年 度 には沖縄地区に導入 を図 ることとしてい る。
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イ.航 空移動通信

ω 空港無線電話

空港無線電話は,航 空機の運航に関する通信を行 うため,航 空機と航

空会社の事務所 との間,あ るいは空港における旅客サービスや貨物に関

する通信を行 うため,航 空会社等の事務所 と空港内の作業現場 との間を

結ぶ公衆通信サービスであ り,47年5月 にサービスを開始 して以来,成

田,大 阪,那 覇の各空港で提供されている。

(イ)航 空機公衆電話

航空機内の公衆電話から加入電話等へ通話を行 うことができるシステ

ムである航空機電話は,米 国内において1982年 末ごろから定期旅客機を

対象にサービスが開始される予定になっている。

このシステムは,従 来の自動車,列 車及び船舶内に設置する移動公衆

電話サービスと異なり,高 速で飛行中の航空機とい う特殊な環境条件下

で使用す るものである。我が国においては,こ のシステムの導入に当た

っての需要動向等について的確iな把握を行 うとともに,航 空機 ・地上間

の最適通信方式,航 空機搭載設備の技術的条件及び地上施設の規模等に

ついて調査研究を行 う必要があ り,現 在 これらの諸問題について具体的

検討を進めているところである。

ウ.海 上移動通信

ω 船 舶 電 話

船舶電話は,日 本沿岸を航行する船舶と陸上 との問及び船舶相互問の

通信サービスであ り(一 部は船舶公衆電話として一般乗客が利 用 で き

る。),通話のできる海域も日本沿岸のほぼ全域にわたっている。船舶電

話は,従 来は150MHz帯 及び250MHz帯 を使用 し手動交換によりサー

ビスを実施していたが,54年3月 から250MHz帯 を使用す る自動交換方

式が導入されダイヤル通話ができるようになった。電電 公 社 で は,現

在,手 動方式か ら自動方式への移行を進めている。

56年度に入ってからは,沖 縄先島諸島周辺,伊 豆七島周辺海域にサー
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ビス ・エ リアが拡大 され るとともに,新 たに硬貨投入式 船舶電話機 の提

供を開始 した。

56年 度 末におけ る加入者数は,手 動方式が4,674加 入,自 動 方 式 が

6,590加 入,合 計1万1,264加 入 とな っている。

なお,船 舶電話加入老の内訳 をみ る と,貨 物船が38%で 最 も多 く,次

いで油槽船15%,漁 船13%,ひ き船12%と な ってお り,客 船は4%と な

ってい る。

(イ)海 事衛星通信

衛星通信 に よる船舶 と陸上 との間 の通信は,52年4月 か ら米国の私企

業の システムであ るマ リサ ッ ト・システムを利用 して開始 されたが,54

年7月,世 界的な システムの提供を 目的 とす る国際海事衛星機構(イ ソ

マルサ ッ ト)が 設立 され,57年2月1日 を もって マ リサ ッ ト・システム

は世界的 なイ ンマルサ ッ ト・システムに引 き継がれた。

イ ンマルサ ッ ト・システ ムへ の移行 に伴い,料 金及び提供条件が大幅

に改定 され,新 たなサ ービス として電話網を利用 した ファクシ ミリ通信

及び データ伝送の取扱 い(い わゆ る 「み な し通話」),手 動接 続に よるテ

レックスの取 扱いが開始 された。

また,国 際電電 が設置す るものに限 られていた船舶地 球局設備を利用

者 自身が設置す る方法が新 たに設け られた。

海事衛星通信サ ービスを利用す る船舶は順調に増加 してお り,56年 度

末現在,全 世界 で1,087隻 に達 し,我 が国船舶 も既に134隻 に 達 してい

る。

船 舶運航管理の近代 化,貿 易 の拡大等に よ り船舶通信への ニーズは ま

す ます増大かつ高度化 ・多様化す る傾向にあ るが,こ れに対 応す るため

現在新 しいサ ー ビスや小型船舶用 の船舶地球局設備の導入等が検討 され

てい る。

㈲ 漁業新通信 システ ム

現在 ・沿岸漁業に従事 している小型漁船は,26MHz帯 及 び27MHz帯
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の電波を使用 して漁船と海岸局 との間及び漁船間で無線通信を行ってい

る。

この通信システムでは,海 上保安庁,警 察,病 院,漁 業協同組合等と

小型漁船 との問で情報の交換を必要とする場合,い ったん海岸局 と通話

した後,改 めて海岸局から加入電話等により海上保安庁,警 察等の公共

機関へ情報を伝送することとなる。このような通信システムでは,即 刻

必要 とする情報が得られないばか りか,ま すます複雑多様化する情報を

満足に伝送されないおそれがあるなどの理由から,漁 業関係 者 の なか

で,小 型漁船から直接,海 上保安庁,警 察等の公共機関と通話のできる

簡易な通信システムを要望する声が高まってきている。

これにこたえるため,新 しく40MHz帯 の電波を使用 した無線通信回

線により小型漁船 と海岸局 との問に通信回線を設定し,必 要に応 じ海岸

局においてこれを加入電話回線に接続して,小 型漁船が公共機関等と直

接通話のできる簡易な通信システムを58年 度から導入するこ とを 目途

に,こ のシステムに適 した安価かつ操作の簡便な無線設備の開発及び調

査を57年 度中に行 うこととしている。

この新通信システムを導入することにより,漁 業関係者の要望を満た

すほか,い まだ無線局を開設 していない小型漁船にも新通信システムが

普及することなどが予想されることから,小 型漁船の安全操業等に大き

く役立つものと期待されている。

(2)諸 外国の動き

自動車電話の歴史は古 く,ま ず1946年 に米国で開始 され,翌1947年 にカナ

ダ,1950年 に西独,1959年 に英国,更 に1969年 にフランスで開始された。米

国では,約840の 無線通信事業者,約360の 独立系電話会社,23の ベル系電話

会社が自動車電話サービスを提供 してお り,1980年 末現在の加入数は,約15

万加入 となっている。周波数は150MHz帯 と400MHz帯 を使用 してお り・

通話は自動方式である。さらに,一 部の地域で800～900MHz帯 小 ゾーン方

式(セ ル方式 と呼ばれている。)に よるサービスが試行的に提供されている。
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英 国は,英 国電気通信公社(BT)が 運 営 している。 自動 車電話 の設置 台

数 は4,900台(1979年)で あ り,使 用 周波数 は150MHz帯,通 話 は手動方 式

である。現在,自 動式サ ー ビスの提供,800～900MHz帯 の使用,小 ゾーソ

方式 の導入等 について検討が進め られてい る。

西 独の 自動車電話の加入数は,1980年 末 現在で約1万3,500加 入 であ り,

使 用 周波数は150MHz帯,通 話 は自動方式 と手動方式 の双方が ある。

フラソスの自動車電話の加入数は,1980年 末 現在で約5千 加入,使 用周波

数 は150MHz帯,通 話 は自動方式 となってい る。

MCAシ ス テムは,欧 米諸国において も陸上移動業務用周波数の有効利用

を図 るとともに,陸 上移動通信 の需要に こたえ るため,検 討が進め られてい

る。

米国においては,MCA技 術 を応用 した5チ ャンネル単位 で最大20チ ャソ

ネルの トランク ド ・システム(TrunkedSystem)が800MHz帯 を 使用 して

各種移動 通信サ ービスに導入 されてい る。 このシステ ムは,各 事業者 ご とに

異な る方式でサ ービスが提供 されてお り,利 用者は医師 の グループ,消 防 グ

ループの ように同 じ業 界で グループを作 り,シ ステムに参加 している。

スウ ェーデ ンでは,デ ータ とデ ィジタル音声の統合サ ー ビス,陸 上移動通

信を公衆電話網に接続 した全 国サー ビス,各 種専用移動通信を統合 した サー

ビスの加入区域,サ ービス種別 に よる合理的料金体系を特徴 とす る全 国統合

移動 通信網(SARKシ ス テム)の 建設が,1990年 完 成を 目標 として基礎検討

されてい る。

パ ーソナル無線 については米国において900MHz帯 を 利用 し,自 動識 別符

号発射方式 を採用 し,公 衆電話 網に接続 がで きる ものが検討 されてい る。

ポ ケッ トペル ・サ ー ビスは,米 国,英 国,フ ランス,西 独,ス ウェーデ

ン,カ ナ ダ等 で実施 されてい る。 これ らの うち大 部分 の国では,全 国主要地

域をサ ービス ・エ リア としてお り,す べての加入電話 と自動方式 で接続 で き

るよ うにな っている。米 国の例をみ ると,1980年 現在,約150万 の 加入者 を

有 してお り,デ ィスプ レイを備 えて連絡 してほ しい先の電話番 号等 の情報を
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6郵 便

論

(1)我 が国の動き

ア.郵 便を取 り巻 く環境の変化

郵便は,現 物性,記 録性,大 量性,経 済性等の面で優れた特性を有 してお

り,基 幹的な通信サービスとしての役割を担っている。しかし,最 近の電気

通信技術の急激な発達,自 社便,使 送便,あ るいは民間運送業者による小型

物品輸送等の急激な展開,拡 大は,通 信サービスに占める郵便の位置付けに

大ぎな影響を及ぼ しつつある。

(ア)通 常 郵 便

電気通信技術を利用した通信サービスは,迅 速性,容 易性といった面

から通常郵便 と競合する面が多いが,特 にファクシミリ通信 は 記 録 性

(疑似現物性)と いう面で,通 常郵便との競合,代 替関係が強い。

また,電 電公社による公衆ファクスサービス,フ ァクシミリ通信網サ

ービス等が開始されてお り,今 まで以上にファクシミリの普及 ・定着が

予想され,こ れ ら通信サービスと通常郵便との競合,代 替関係が一層強

まるものと思われる。

(イ)小 包 郵 便

最近における民間運送業者による小型物品輸送取扱数は大きな伸びを

示 している(第1-2-22図)。

これは,48年 秋のオイルショックを契機として荷動 きの停滞と物流構

造の変化により,民 間の運送業者が少量で小型の物品輸送分野へこぞっ

て参入 してきたためである。

イ.サ ービスの改善及び新 しいサービスの展開

厳 しい環境の下,郵 便事業においては,安 定 したサービスの確保とその上

に立 った効率的な事業運営を図 り廉価な料金で良質のサービスを提供してい

くため,各 種の施策が講 じられている。

Oり 電子郵便実験サービスの開始
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表示 した り,プ リンタを付加 してメッセージを打ち出す機能のボケツトペル

の開発が進められている。

航空機電話は,米 国において1969年 から自家用小型航空機を対象として実

用化されてお り,1980年 現在,地 上局52局,利 用航空機数は約4千 機に達 し

ている。

また,定 期旅客航空機を対象 とした航空機公衆電話もその導入計画が推進

されている。この計画は,国 内の12の航空会社500機 の大型ジェット旅客機

を対象に,1機 当た り4台 前後の機内電話を取 り付け,当 面,米 本土全域を

サービス地域 とし,1982年 末か らの実用化を 目指 している。

船舶電話サービスについては,米 国,英 国,西 独,ス ウェーデン等でVHF

帯を使用 したサービスが提供されている。

(3)今 後の取組

移動通信の分野においても,音 声通信に加えて,フ ァクシミリ,デ ータ通

信等の非音声通信の需要が高ま り,多 様な情報を効率 よく伝送できるディジ

タル通信の早期導入の傾向にある。また,自 動車運送事業等の分野において

多数の利用者が複数の周波数を共用 して通信を行 うマルチ ・チャンネル ・ア

クセスシステムのほか,デ ィジタル通信方式による時分割マルチ ・チャンネ

ル ・アクセスシステムの実用化 も期待されている。これ らの新技術を利用 し

て増大する需要にこたえるためには,指 向性可変アンテナや受信 ダイバシテ

ィ技術を開発して,1GHzを 超える準マイクロ波帯を,移 動業務に使用する

ことが必要になろう。

また,移 動通信は,業 務用 ・個人用を問わず,モ ータ リゼーション社会と

情報化社会の進展につれて車載用の利用が拡大されてきたが,今 後は,更 に

機器の小型 ・軽量化が進み,身 近に携帯できる大衆的なハンデ ィ・タイプの

ものの登場が予想され るので,こ れに必要な新技術の開発が望まれる。

今後,移 動通信の利用態様はますます多様化 し,利 用分野も広範にわたる

傾向にあるが,周 波数の効率的利用を図るための総合システム化,公 衆通信

メデ ィアとの整合性の検討が必要 となろう。
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第1-2-22図 小 包郵便物数と主要宅配便取扱物数
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利用者 の多様化す るニーズに対応 した郵便 の新 しいサ ービス として電

子郵便実験サ ービスが,東 京,大 阪,名 古屋 の3都 市間において56年7

月か ら開始 された。その後57年6月,札 幌市,福 岡市を加え取扱地域の

拡大 を行 うなどサ ービスの拡充が図 られた。

具体的 なシステ ムは,第1-2-23図 の とお りであ り,郵 便局の窓 口

で引 き受 けた文書を ファクシ ミリ送信装置に よって相手 の郵便局へ伝送

し,受 信局 ではこれを ファクシ ミリ受信装置に よ り受信 し,電 子 郵便封

筒に封入 し,封 か ん した後,速 達便 で配達す るものである。

郵政 省では この実験サ ービスを通 して需要の動向,運 用の経済性等 の

資料を収 集 し,今 後 の電子郵便の在 り方を探 ることとしてい る。

第1-2-23図 電子郵便実験システムの構成図

速達

負壁便楼便 電子郵便取扱局
通信回線

電子郵便取扱局 恥 合

醗 局 倉 」一一 フ・クシミ1}送受信装置

速 達 配 達便

＼含



一100一 第1部 総 論

(イ)エ コーはがきの発行

56年7月 から郵便の新 しい商品として広告つき葉書(愛 称 「エコーは

がき」)が発行された。 これは官製葉書を広告媒体として広告主に提供

し広告料を得る一方,売 価を5円 安の35円 とし,実 質的に安い料金で葉

書が利用できる道を開 くことによって,利 用者の利便を図ることを目的

としている。

㊥ 絵入 り年賀葉書の発行

58年 お年玉つき年賀葉書として葉書の裏面に賀詞等を印刷 した絵入 り

年賀葉書が57年11月 に発行された。これは絵や賀詞等を印刷 した年賀葉

書に対す る利用者のニーズにこたえることなどを 目的 としている。

(エ)小 包郵便物のサービス改善

小包郵便物の新 しいサービス及びサービス改善 として57年6月 か ら,

①速達小包の航空機搭載,② 普通小包のスピー ドアップ,③ 手紙 と小包

の同時配達,の 施策が実施 された。

① 速達小包の航空機搭載

遠距離あての速達小包の送達速度を向上 させ るため航空機搭載を行

い,サ ービスの改善を図ることとした。従来,速 達小包の航空機搭載

については航空小包制度(航 空小包の取扱いの申出があ り速達料金の

ほかに航空料金を納付 したものについて,航 空機搭載を行 う制度)が

あったが,こ の改正により廃止された。

② 普通小包のスピー ドアップ

取扱物数が特に多い東京 ・大阪間を中心として既存の施設をフルに

活用し,更 に集中局での夜間処理,関 連する運送便の調整等を行い翌

日配達を図ったものである。また,国 鉄 コソテナによる運送区域にっ

いても集荷,配 達時刻の見直 しにより速度アップを行 った。

③ 手紙 と小包の同時配達

この取扱いは手紙を添えて品物を郵送することができるようにして

ほしいという利用者の強い要望にこたえたサービスであ り,差 出しの
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際 には,手 紙は小包に密着 してい ること,双 方 の料金が納付 されてい

る こと等が必要 であ る。

(2)諸 外 国の動 き

諸外国において も我が 国と同様郵便の送達速度の改善 に対す る 要 請 が 強

く,こ のため即 日(翌 日)配 達サ ービス,ビ ジネス郵便,電 子郵便等の高速

度郵便の開発,実 用化 が進展 してい る。 ここでは特に顕著 な動 きを示す米国

郵便事業(USPS)が 提 供す るエ クスプ レスメール及び欧米諸 国におけ る電

子郵便の現状について紹介す る。

ア.エ クスプ レス メール

エ クス プ レス メールは1970年,ワ シン トソD .C.と ニ ューヨーク市間 にお

け る試行 的な 「翌 日サ ー ビス」 として開始 されて以来,迅 速確実 な配達を提

供す るサ ービス として利用 が広 まった。現在,国 内郵便サ ービスでは 「利用

老指定サ ー ビス」,「翌 日サ ー ビス」,「即 日空港サ ー ビス」の3種 類 が提供 さ

れ てい る。「利用者指定サ ービス」 とは,利 用者がUSPSと 差 出場所,集 荷

サ ー ビスの有無,日 時,回 数,配 達(交 付)場 所 に つ い て 契約を取 り交わ

し,郵 便業務のサ ービスを受 けるものであ り,全 米に支店網を持つ大企業 の

利用が多い。なお,郵 送物 品が24時 間以 内に配達 又は窓 口交付 されない場合

は,郵 便料金の全額還付を請求 できる。

「翌 日サ ー ビス」 とは,午 後5時 までに差 し出 され た郵便について,名 あ

て人配達 の場合は翌 日の午後3時 まで,エ クスプレス メール取扱郵便局にお

ける窓 口交付の場合は,翌 日の午前10時 までに送達す ることを 内容 としたサ

ービスである。利用者 としては小規模企業,個 人が多い。

「即 日空 港サ ー ビス」 とは,利 用老 が主要47都 市にある49の 空港郵便 施設

へ郵便物 を持参す ることに よ り,一 定時 間内に定め られた空港郵便施設 に郵

便物 が到着す る よう約束 された郵便サ ービスのことである。

イ,電 子 郵 便

米国 におけ る 電子郵便 サ ービス としては・「メール グラム ・サ ー ビス」 と

「コソ ピュータ発信電子 郵便(E-COM)・ サ ー ビス」 の2つ がある。
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メ_ル グラム ・サ ー ビスは,ウ エス タン ・ユ ニオ ン電信会社(WUT)と

USPSの 共 同に よ り1970年 か ら提供 され,1981年 の取扱数は4,100万 通 とな

っている。 これ は利用老がWUTの 営 業所の窓 口に持 ち込 んだ 原稿 や磁気 テ

ープ,ま たは直接WUTの 施 設に電話で,あ るいは 自己のテ レックス装置等

で直接入 力 した メ ッセージを郵便局に送信 し,そ こでハ ー ドコ ピーに して郵

便で配達す るサー ビスである。

E-COM・ サ ービスは,利 用者 の コン ピュータ等か ら通信回線を介 して直

接取 扱郵便局 に入 力された メ ッセージを,ハ ー ドコ ピーに して郵便 で配達す

るサ ービスである。 メール グラム ・サ ー ビスに比べ送達速度は遅 い も の の

(メ ー一ル グラム ・サ ービスは翌 日配達 であるのに対 し,E-COM・ サ ー ビス

は翌 々日配達 となっている。)料 金 は安 く,大 量 に郵便物 を 差 し出す 企業向

けのサ ービス とな っている。

なお,E-COM・ サ ービスの発展形態 として翌 日配達を 目指 した 「電子 メ

ッセージ ・サ ービス ・システム(EMSS)」 が,1990年 か らの実用化 に向け,

開発が進め られてい る。

英 国では1974年 か ら2年 間 「ポス ト ・ファックス ・サ ービス」 と呼ばれ る

電子 郵便 の試行サ ー ビスが行われたが,利 用 状況 がお もわ し くな く,実 用化

に至 ることな く中止 された。

その後,1980年6月 に ロン ドン ・トロソ ト間で 「イ ソテ ルポス ト・サ ー ビ

ス」 と呼ばれ る国際電 子郵便サ ー ビスが開始 され,1981年 に は米国,オ ラン

ダ等へ もサ ービス拡大 がなされた。 これ はファ クシ ミリ型 の電子 郵 便 で あ

り,受 信地時刻午後4時 までに着信 した ものは,翌 目配達が可能 となってい

る。

国内電子郵便サ ー ビスは,国 際サ ービス と同 じく 「イ ンテルポス ト ・サ ー

ビス」の名称 で1981年2月 に開始 されたが,現 在 の54セ ンタ ーに ファクシ ミ

リ端末を設置 し伝送 を行 ってい る。

フ ランスでは 「テ レコピー ・サ ー ビス」 と呼ばれ る公衆局間 ファクシ ミリ

サ ーピスが1974年2月 に開始 され た。 これ は郵電庁のテ レックス端末設置局
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に ファクシ ミリ端末 を設置 し,公 衆電話網を介 して公衆局問の メッセージ通

信サ ー ビスを提供す るものであ る。なお,受 信局 では,電 報配達 と同 じ方法

で配達 されてい る。 フランス では このほか ,1978年11月 か ら 「テ レファック

ス ・サ ービス」 と呼ばれ る公衆セ ンター加入者間の ファクシ ミリ伝送サ ービ

スも提供 されている。

西独では 「テ レブ リーフ ・サ ービス」 と呼 ば れ る 電子郵便サ ービスが,

1980年6月 に開始 された 。 これは西独全土を対象 としたサー ビスで,約600

局 の郵便局に ファクシ ミリ端末を設置 し,電 話網を利用 して郵便局間若 くは

郵便局 とテ レファックス(フ ァクシ ミリ端末)利 用者 間の郵便伝送を行 お う

とい うものであ る。

(3)今 後 の取組

郵便物数の動 向を見 る と,そ の伸び率 は30年 代では平均約7%,40年 代 で

は平均4%,50年 代 に入 ってか らは2%程 度 と次第に鈍化 して きている。

これは安定経 済成長 の時代への移行,及 び郵便以外の通信 メディア との競

合関係の進展に原因があるものと思わ れる。この よ うな経済環境の下,電 気

通信 メデ ィアあ るいは小包におけ る宅配業者等 との競合関係が強 まる時代 に

入 った郵便事業 としては,一 方において郵便 の利用促進を図 り収入を確保す

る とともに,他 方 においては可能な限 り効率化を推進 し,運 営経費の上昇を

極 力抑制 してい くことが緊急 の課題 となっている。

これ らの課題の解 決に向け て,利 用者 に対す るサ ービス改善(電 子郵便実

験サ ー ビスの開始,エ コーはが きの発行,絵 入 り年賀葉書 の発行,速 達小包

の航空機搭載等),事 業運営の効率化(各 種機械化の推進,配 達度数の一度

化等),安 定 した業務運行の確保(集 配作業環 境の改善,郵 便局舎 の改善等)

等 の施策が鋭意精力的に推進 されてい るところであ る。

今後 において も,利 用者 のニーズに適確 に対応 し得 る良質なサ ービスの提

供 が求め られている。
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第3節 課題と展望

郵便,電 信電話,ラ ジオ ・テレビジョン放送 といった基幹通信 サ ー ビス

は,基 本的な情報通信手段 として,国 民生活に深 く浸透 し,社 会経済の発展

に大きく貢献 してきた。さらに,近 年における情報化の進 展 に 伴 い,社 会

経済,国 民生活にとって,通 信の果たす役割はますます大 きくなってきてい

る。近年における技術革新の進展,国民生活の高度化 ・多様化を背景 として,

多彩な通信サービスが誕生し,実 用化されようとしているが,こ のような動

向は,社 会経済の発展を促すのに大 きな役割を果たす ものと予想される。

このため,新 しいサービスの展開に当たっては,次 の課題に取 り組んでい

くことが必要である。

第1に,多 様化する通信ニーズにこたえていくための制度の在 り方につい

て検討する必要がある。通信分野における技術革新等により新 しい通信メデ

ィアが開発され,実 用化されようとしている。これらの通信 メディアを国民

の多様化するニーズにこたえた新しいサービスとして提供 してい くた め に

は,各 メデ ィアの特性を十分考慮 しつつ,市 場原理の導入をも含めた提供主

体の在 り方,運 営方法,利 用制度等について総合的な検討を行 ってい く必要

がある。

第2に,通 信分野における技術開発を積極的に推進す る必要がある。エ レ

ク トロニクスを中心 とする通信技術の開発は,社 会経済の発展及び国民生活

の向上にとって大きな役割を担っている。そのため,通 信分野における先端

技術の開発を積極的に推進するとともに,そ の成果を通信サービスの改善等

を通 じて国民生活の向上に生かしていく必要がある。

第3に,情 報化社会のぜい弱性への対応について検討してい く必 要 が あ

る・通信と市民生活,企 業活動 とのかかわ りあいは,社 会の情報化の進展と

ともにますます深いものとなってお り,こ のため災害 ・障害等による通信の

途絶,犯 罪等による通信の悪用等は,社 会経済活動全般に大 きな混乱をもた
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らす危険性を有している。このため,従 来にも増 して通信の確保及び悪用に

対する施策について,積 極的に展開 していく必要がある。

第4に,国 際化社会への対応について,総 合的に検討してい く必要 が あ

る。通信の国際的利用は,世 界経済の発展に伴い,ま すます増大し,か つ多

様化してきてお り,国 際間のデータ流通の問題,情 報の不均衡の問題等が生

じている。これ らは,経 済,社 会,文 化等の各分野に幅広 くかかわる問題で

あり,そ の対応策を総合的に検討してい く必要がある。

80年代の我が国は,経 済の安定成長,省 資源 ・省エネルギーへの対応,国

民福祉の向上等多 くの解決すべき問題を抱えている。

通信が社会経済の基盤 としてこれらの問題に対応していくためには,上 記

の課題の解決に向け,広 く国民の総意を結集し,総 合的長期的視点に立った

通信政策の柔軟な展開が必要 とされる。


